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「次世代火力発電等技術開発」事業一覧 

 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭

利用技術開発（委託）

６）石炭火力の競争力強化技
術開発（委託）

７）ＣＯ２有効利用技術開発

（委託）

８）流動床ガス化燃焼を応用
した石炭利用技術開発（委
託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

研究開発項目⑥
次世代火力発電技術推進事業（委
託）

研究開発項目⑦
次世代技術の早期実用化に向け
た信頼性向上技術開発（１／２助
成）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ

実証（２／３、１／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１

／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤

ＣＯ２回収型次世代IGCC技術開発

（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

調査等

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

信頼性向上技術開発

※

酸素吹

ＩＧＣＣ実証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1
Ａ-ＵＳＣ実証

※

2

※

2

※

2

基盤技術

開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

◇中間評価、◆事後評価 

※１ 経済産業省にて実施したプロジェクトで２０１６年度からＮＥＤＯへ移管 
※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施 
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概 要 

最終更新日 2019 年 9 月 5日 

プロジェクト名 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 プロジェクト番号 P16002 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 

環境部 ＰＭ：青戸 冬樹（2019 年 9 月現在） 

足立 啓 （2017 年 5 月～2019 年 3 月） 

０．事業の概要 

2008～2016 年度に実施した経済産業省と NEDO からの補助金（助成金）による「先進超々臨

界圧火力発電実用化要素技術開発プロジェクト」において、700℃級先進超々臨界圧火力発電プ

ラント（A-USC）製作に向けた要素技術が開発された。それに続き、本プロジェクトにおいて

は、A-USC 商用機の普及促進を目的として、高温材料信頼性向上技術開発と保守技術開発を行

う。 

（１）高温材料信頼性向上技術開発 

大径管内圧クリープ試験、長時間クリープ疲労試験、溶接部長時間健全性評価、材料データ

ベースの拡充、表面改質技術開発等を実施する。 

（２）保守技術開発 

タービンロータ溶接部非破壊検査精度向上及び適用箇所の拡大、Ni 基大径管などの UT 検査

のシミュレーション技術開発を実施する。 

１．事業の位置 

付け・必要性

について 

経済産業省は、次世代火力発電技術を早期に技術確立、実用化するための方策に関するこれ

までの議論を踏まえ「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」を2016年6月にとりまとめ

た。 

その中で、「火力発電の高効率化の技術開発は、経済性、信頼性、運用性を確保しつつ進め

ることが重要」とされ、「A-USCは要素技術開発を2016年度まで行い技術確立し、その後は材

料評価を継続し、保守技術の開発を進め技術の信頼性を向上しつつ、段階的に発電効率の向上

を図る。」と位置付けられている。 

２．研究開発マネジメントについて 

  

事業の目標 

[中間目標（2019 年度）] 

 長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

2021 年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（UT 検査）精

度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

[最終目標（2021 年度）] 

事業終了時において送電端熱効率 46％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用す

る長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼性

向上及びタービンロータ超音波探傷試験（UT 検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

事業の計画内容 

主な実施事項 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy  

大径管内圧クリー

プ試験       

短冊一軸クリープ

試験       

長時間クリープ疲

労試験       

材料データベース

拡充       

表面改質技術開発       

非破壊検査精度向

上・適用箇所拡大       

UT シミュレーショ

ン技術開発       
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事業費推移 

(会計・勘定別

に NEDO が負担

した実績額（評

価実施年度につ

いては予算額）

を記載) 

(単位:百万円) 

 

会計・勘定 2017fy 2018fy 2019fy 2020fy 2021fy 総額 

一般会計 ― ― ― ― ― ― 

特別会計 

（電源・需給の別） 
153 151 161 149 106 720 

開発成果促進財源 ― ― ― ― ― ― 

総 NEDO 負担額 153 151 161 149 106 720 

（助成） 
：助成率 1/2 

153 151 161 149 106 720 

開発体制 

経産省担当原課 資源エネルギー庁資源・燃料部 石炭課 

プロジェクト 

リーダー 
一般社団法人高効率発電システム研究所 福田 雅文 

プロジェクト 

マネージャー 
環境部 青戸 冬樹 

 

助成先 

東芝エネルギーシステムズ株式会社 

株式会社 IHI 

日本製鉄株式会社（旧：新日鐵住金株式会社） 

一般社団法人電力中央研究所 

一般社団法人発電設備技術検査協会 

富士電機株式会社 

三菱日立パワーシステムズ株式会社 

情勢変化への 

対応 

研究開発上、社会的な情勢変化に対し、以下の対応を行った。 

表 1 研究開発上の情勢変化 

 

 

表 2 社会的な情勢変化 

 

中間評価結果 

への対応 
― 

評価に関する 

事項 

事前評価 ― 

中間評価 2019 年度 中間評価 

事後評価 2022 年度 事後評価 
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３．研究開発成果

について 

［事業全体］ 

中間目標：・長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取

得を行い、2021 年度末までの試験計画を策定する。 

・表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験

（UT 検査）精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

成  果：・大径管内圧クリープ試験等の高温長期材料試験及び材料データベースの拡充につ   

いては、各種データの取得を行い、2021 年度末までの試験計画を策定できた。 

・表面処理技術開発及び保守技術開発については、得られた基礎データ等から技術

確立の見通しを得られており、全ての研究開発項目について中間目標を達成でき

た。 

 

［研究開発項目毎］ 

1)-(a)-1 大径管内圧クリープ試験 

中間目標：・第一回目試験を開始し、中間止め検査を実施する。 

成  果：・第一回目試験を開始し、現在 4,500 時間経過。中間止め検査を 2 回行い、試験体

の損傷状況等のデータを取得した。 

 

1)-(a)-2 短冊一軸クリープ試験 

中間目標：・３つの試験体でクリープ試験を開始し、1回目の中間止め検査を完了する。 

成  果：・すべての試験体で 1 回目の中間止め検査を行い、クリープ試験及び中間止め検査

によるデータを取得した。 

 

1)-(a)-3 長時間クリープ疲労試験 

中間目標：・保持時間 10 時間までのクリープ疲労試験データを拡充する。 

成  果：・保持時間 10 時間までのクリープ疲労試験データを拡充した。 

 

1)-(b)-1 タービン用 Ni 基材料の劣化挙動・損傷評価 

中間目標：・蒸気タービン用 Ni 基材料のクリープ破断試験を実施する。 

・水蒸気雰囲気中での機械試験等を行い、材料データベースの拡充を図る。 

成  果：・TOS1X-2 ロータ材のクリープ破断データ（最長 56,000 時間）を取得した。 

・水蒸気雰囲気中のクリープ試験を完了し、材料データベースを拡充した。 

 

1)-(b)-2 タービンロータ溶接部長時間健全性評価 

中間目標：・蒸気タービンロータ溶接部材料のクリープ破断データを取得し、材料データベー

スの拡充を図る。 

成  果：・TOS1X-2 ロータ材共材及び異材溶接部のクリープ破断データを取得済し、材料

データベースを拡充した。 

 

1)-(b)-3 ボイラ配管・伝熱管材の補修寿命評価及び規格化・寿命評価データ構築 

中間目標：・ボイラ配管・伝熱管材のクリープ試験によるデータ拡充を行い、JSME 規格化への

提案を行う。 

成  果：・ボイラ配管・伝熱管材のクリープ試験によるデータ拡充を行い、JSME 規格化への

提案を行った。 

 

1)-(c)-1 タービン翼表面改質技術 

中間目標：・短時間、比較的長時間の水蒸気酸化等スクリーニング試験を完了する。 

成  果：・800 時間、2,000 時間の水蒸気酸化等スクリーニング試験を完了した。 

 

2)-(a)-1 蒸気タービンロータ溶接部非破壊検査精度向上及び適用箇所の拡大 

中間目標：・超音波の材料中での減衰特性等の基礎データを取得する。 

・探傷角度による影響評価のため、試験体を製作し探傷基礎試験を実施する。 

成  果：・超音波減衰特性の基礎データを取得した。 

・試験体を製作し、探傷基礎試験を実施した。 

 

2)-(b)-1 ボイラ用 Ni 基大径管などの UT 検査のシミュレーション技術開発 

中間目標：・組織情報と音速等のデータを取得する。 

・金属モデル、シミュレーションモデルを構築し、同モデルの検証を開始する。 

成  果：・組織情報と音速等のデータを取得した。 

・金属モデル、シミュレーションモデルを構築し、同モデルの検証を開始した。 
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投稿論文 「査読付き」１０件、「その他」５２件 

特 許 「出願済」１件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 
なし 

４ . 成 果 の 実 用

化・事業化に

向けた取組及

び見通しにつ

いて 

図 1に示すように、本プロジェクトによる信頼性向上技術開発と並行して、既設石炭火力

（600℃級 USC）への適用、経年火力のリプレース等、国外市場への売り込みを行いつつ事業化

を目指す。 

 
図 1 事業化想定スケジュール 

 

1) 事業化の見通し 

国内では 2025～2030 年ごろを目途とし、経年火力のリプレース等による既存資源（人

材、立地、設備）を有効活用した事業化を図る。 

また、大径管等の信頼性向上、肉厚減少による運用柔軟性向上を目的とした 600℃級 USC

高温部への適用による早期実用化を図る。 

国外ではメーカの国外営業、製造拠点を活用し、東南アジア、インド、オセアニア、欧

州、北米での事業化を図る。 

2) 導入対象 

既設石炭火力（600℃級 USC）、リプレース、新設石炭火力 等 

3) 技術の段階的導入 

A-USC は主蒸気温度、圧力、再熱蒸気温度の設定に自由度があるので、USC と同様に、導

入実績を重ねつつ、より蒸気条件が高いシステムの実現を目指す（図 2） 

 

 
 

図 2 技術の段階的導入 
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５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2017 年 2 月 作成 

変更履歴 

2018 年 2 月 改訂（PL の追記） 

2019 年 1 月 改訂（実施期間の変更、中間目標の策定、最終目標年度の

変更、研究開発スケジュール表の修正） 

2019 年 7 月 改訂（PM の変更） 
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プロジェクト用語集 

名 称 略 号 意 味 

アコースティックエミッ

ション 

Acoustic Emission 

AE 材料が変形あるいは破壊する際に、内部に蓄えていた弾

性エネルギーを音波として放出する現象であり、AE 波

は主に超音波領域の高い周波数成分を持つ。 この AE 波

を材料表面に設置した AE センサによって電気信号に変

換して検出し､ 破壊や変形の様子を非破壊的に評価する

手法を AE法と呼ぶ。 

エロージョン  固体、液体および気体が材料との相対的動きや衝撃的な

繰り返し作用によって生ずる機械的力によって材料表面

を変形・劣化させ、少しずつ材料を脱離させその場所に

減肉を生じさせる現象。 

クリープ  物体に持続応力が作用すると、時間の経過とともに歪み

が増大する現象。 

高位発熱量  高位発熱量もしくは総発熱量は、燃焼後の生成物を燃焼

前の温度に戻し、生成した水蒸気がすべて凝縮した場合

の発熱量である。燃焼で生成された水が液体で存在する

ような一般的な温度で燃焼反応のエンタルピー変化を想

定しているため、総発熱量は燃焼熱に等しい値となる。

熱量計で測定される熱量は高位発熱量である。 

再熱蒸気  超高圧または高圧タービンで仕事をした後、再度ボイラ

で過熱された蒸気であり、再度タービンで仕事をする。 

酸化スケール  金属を空気中または他の酸化雰囲気中で加熱したとき表

面に生じる酸化物の被膜 

主蒸気  ボイラで発生する最高圧力、最高温度の蒸気 

石炭  化石燃料の一つ。土砂に埋没した植物が長時間高い地圧

と地熱などによる加圧、乾留などの作用を受けて変質し

た可燃性固体。 

火力発電などに用いられる石炭は、製鉄業でコークス用

に用いられる原料炭と区別して一般炭と呼ばれる。 

一般に、発熱量 4,000kcal/kg 以下、湿分と水分の合計

が 30%以上、灰分 40%以上の、揮発分 10%以下のものは

低品位炭と呼ばれる（火力原子力発電技術協会 纂：火

力発電用語辞典より）。 

先進超々臨界圧汽力発電 

Advanced-USC 

A-USC 蒸気温度 700℃以上の超臨界圧汽力発電 

送電端出力  発電機出力―所内動力 

タービン  蒸気の流れによってロータと羽根とが組み合わされたも

のが回転し、連続的にパワーを生みだす機械のこと。 



 

- 8 - 
 

超音波探傷試験 

Ultrasonic Testing 

UT 超音波のパルス信号として機械的な振動を金属材料等の

表面や内部に伝播させることにより、音響的に不連続な

部分からの反射信号や反射強度、伝播時間などにより、

材料内部のきずや長さ、形状などを非破壊で評価し、そ

の良否判定を検査規格などにより良否判定する技術。 

超々臨界圧汽力発電 

Ultra Super Critical 

pressure 

USC 蒸気温度 593℃以上の超臨界圧汽力発電 

熱効率  電気出力／投入熱量 

バルブ  管などのように閉じた流路を流れる流体に対し、流路の

一部の断面積を可変とし、圧力、流量、流路などを制御

する装置。弁。 

ボイラ  ボイラは、燃料を燃焼させて得た熱を水に伝え、水蒸気

や温水（＝湯）に換える熱交換装置を持った熱源機器。 

日本機械学会 

The Japan Society of 

Mechanical Engineers 

JSME 機械工学とその関連分野の学会 

液化天然ガス 

Liquefied Natural Gas 

LNG メタンを主成分とした天然ガスを冷却し液化したもの 
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１．事業の位置付け・必要性について 

1. 事業の背景・目的・位置づけ 

①政策的位置付け、技術戦略上の位置付け 

2015 年 7月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、3E＋S（安全性、安定供

給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現するとさ

れており、火力発電分野においては、石炭火力発電及び LNG 火力発電の高効率化を図り、環

境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力発電の高効率化は、

再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力発電の活用と合わせ、

温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位置づけられている。これ

を踏まえ、2016 年 6 月に官民協議会で策定した「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」

においては、火力発電の高効率化、CO２削減を実現するため、次世代の火力発電技術の早期確

立を目指すこととしており、A-USC 技術の確立及び更なる性能向上の検討は本ロードマップ

における中核技術の一つである。 

 従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（USC）は蒸気温度の最高温

度は 630℃程度が限界と言われてきたが、材料技術等の進歩により 700℃以上も可能になった。

700℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タービン適用材料開発については、長期高温環境

下での使用を想定したクリープ試験を実施する等、更なる信頼性の検証を行う。2020 年以降

に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上が必要であり、本事業ではその需要に

対応するため、高温材料信頼性向上技術開発及び保守技術開発を行う。 

 

 
図 1-1 次世代火力発電に係る技術ロードマップ 
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②プロジェクトの経緯 

   本事業は、経済産業省（METI）が 2008 年度～2015 年度まで直接実施し、その後 NEDO が継

承して 2016 年度で実施した「先進超々臨界圧火力発電技術開発」の後継プロジェクトとして

開始した事業である。 

  ＜先進超々臨界圧火力発電技術開発 2016 年度前倒し事後評価 主な評価内容＞ 

   ・開発目標はほぼ達成し欧米をリードできた。 

 ・2025 年頃に大型機の商用実証を目指す態勢が整いつつある。 

   ・新材料の開発、Ni 基の材料を部分的に使用等、有意義な成果が得られている。 

 ・今後は、以下が必要。 

  －実機の運用を想定した課題の抽出 

    －寿命評価手法やメンテナンスのための健全性評価手法の確立 

    －更なる長時間の試験 

  ＜次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 2017 年度～2021 年度＞ 

   ・A-USC 商用機の普及促進を目的として、以下の技術開発を行う。 

    －高温長期材料試験による信頼性向上技術開発 

    －保守技術の開発・高度化 

 

③国内外の研究開発の動向と比較 

   ヨーロッパにおいては 2004 年からは e.on 社の Scholven 発電所 F号機に 700℃の蒸気発生

器を設置し、20,000 時間の実缶試験を開始したが、主蒸気配管に損傷が生じたのをきっかけ

に 12,000 時間で試験は中止された。その後、マンハイムにある GKM において小型実缶試験

を行ったが、現在は中断の模様。アメリカではエネルギー省の資金により EPRI を中心にボイ

ラ、タービンメーカが参画し 2001 年から技術開発（ComTest）が進められている。インドは

国際協力での実証を狙っている模様。中国は 650℃以下／二段再熱を当面の目標としている。 

 
表 1-1 国内外の研究開発の動向と比較 

 

 

 

 

 

日本 ヨーロッパ アメリカ 中国 インド

温度 700～750℃ 700～720℃ 732～760℃
700～720℃

(当面630/650℃)
710～720℃

圧力 35MPa 35MPa 35MPa 35MPa 31MPa

ボイラ ○ ○ ○ ○ ○

タービン ○ △ ○ ？ ○

弁 ○ ○ ？ ？ ○

ボイラ 実缶試験完了
小型実缶試験実施

HTWⅡ
実缶試験計画

状況不明
材料基礎検討中

タービン 回転試験完了 ロータ材料製作 ？ 材料基礎検討中

弁 実缶試験完了
小型実缶試験実施

HTWⅡ
？ ？

ComTestで実缶・回
転試験を計画した
が、実機サイズの大
型部材の製造技術
開発、検証に軸足を
移した。

開発項目

開発状況

目標
蒸気条件
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2. NEDO の関与の必要性・制度への適合性 

2.1 NEDO が関与することの意義 

   長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力の

発電効率を大幅に引き上げる必要があり、次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術

開発は、火力発電設備の高効率化による CO2 排出量削減が可能であり社会的必要性が大きい。

しかし、本技術は研究開発の難易度が高く、投資規模も大きいため、民間企業だけではリス

クが高いことから NEDO の関与が必要不可欠である。 

      

2.2 実施の効果（費用対効果） 

   ①プロジェクト費用の総額 14.5 億円（補助額 7.2 億円） 

   ②マーケットの現状及び将来の規模 

表 1-2 に示すように World Energy Outlook2017 によれば、2026-2040 年の石炭火力の

市場規模は年平均 25GW であり、この時点では高効率石炭火力の必要性が非常に高まると

考えられ、石炭火力市場の半数弱の年間 10GW 程度の A-USC 市場が見込める。 

一方、日本国内では 1980 年から 2000 年までの間に 30GW 程度の石炭火力容量が増加し

ている。年平均では 1.5GW 程度になる。今後これらがリプレースされるとともに、若干

量の新設が加わると考え、将来的には国内で年間 2GW 程度の A-USC の市場が見込める。 

故に、国内外では将来的には年間 12GW 程度の A-USC 市場が見込める。 

 

 表 1-2 OECD 以外のアジアにおける将来新設石炭火力容量 

2017-2025 年 

 中国   141GW  年平均 16GW 

 インド  120GW  年平均 13GW 

 東南アジア  41GW  年平均 5GW 

 合計   302GW  年平均 34GW 

 

2026-2040 年 

 中国   72GW  年平均 5GW 

 インド  251GW  年平均 17GW 

 東南アジア  58GW  年平均 4GW 

 合計   381GW  年平均 25GW 

 

   ③海外市場における年間販売額 

市場規模は 10GW/年程度であり、現状 A-USC を実現できるのは日本メーカのみであるが、

将来的には競合国も現れると考えられるため日本企業のシェアを 50%と設定し、コスト等

検証委員会で提示された 2030 年の建設単価 28.8 万円/kW を適用すると 

日本企業の年間販売額 = 10GW/年×28.8 万円/kW×50% = 1 兆 4,400 億円/年 

④国内市場における年間販売額 

市場規模は 2GW/年程度であるため、他技術の状況と A-USC 向き炭種の割合を勘案して

A-USC のシェアとして 60%程度を狙い、コスト等検証委員会で提示された 2030 年の建設

単価 28.8 万円/kW を適用すると 

日本企業の年間販売額 = 2GW/年×28.8 万円/kW×60% = 3,500 億円/年 
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   ⑤二酸化炭素排出量削減効果 

  総合資源エネルギー調査会長期エネルギー需給見通し小委員会（第 5回会合）資料 3

「火力発電における論点」5 ページ目（図 1-2）によると、現状の設備が全体として USC

並みの効率になると約 1,550 万 tCO2/年の削減が図られるとしている。 

 

図 1-2 「火力発電における論点」における USC の二酸化炭素の削減試算 

 

現状の設備が全体として A-USC 並みの効率になると次のような二酸化炭素排出削減効

果がある。 

[CO2 排出係数の想定] 

 石炭平均：0.864kg/kWh → A-USC：0.710kg/kWh 

設備容量 4080 万 kW、稼働率 80%と仮定し、  

年間の二酸化炭素削減量 ： 4,080 万 kW×8,760 時間×0.8×(0.864 – 0.710)  

= 4,400 万 tCO2/年（約 18%削減） 

    
２．研究開発マネジメントについて 

1. 事業の目標 

  ［中間目標（2019 年度）］ 

    長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行

い、2021 年度末までの試験計画を策定する。 

    表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（UT 検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

  ［最終目標（2021 年度）］ 

    事業終了時において送電端熱効率 46%（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料

信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（UT 検査）精度向上等の保守技術を確立す

る。 

 

  ［目標設定の根拠］ 

    700℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タービン適用材料開発については、長期高温

環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する等、更なる信頼性の向上及び保守技術

開発が必要である。 
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2. 事業の計画内容 

2.1 研究開発の内容 

2008～2016 年度に実施した経済産業省と NEDO からの補助金（助成金）による「先進超々

臨界圧火力発電実用化要素技術開発プロジェクト」において、先進超々臨界圧火力発電プラ

ント（A-USC）製作に向けた要素技術が開発された。それに続き、本プロジェクトにおいて

は、A-USC 商用機の普及促進を目的として、高温材料信頼性向上技術開発と保守技術開発を

行う。項目ごとに以下の目標を定める。 

 

表 2-1 研究開発項目の目標と設定根拠 
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研究開発のスケジュールを図 2-1 に示す。

 
図 2-1 研究開発のスケジュール 

 
プロジェクトの費用を表 2-2 に示す。 

・総事業費：7.2 億円（2017～2019 年度（評価対象年度)については 4.7 億円） 

 ※補助率（助成率）は 1/2 

 

表 2-2 プロジェクトの費用        （単位：百万円） 
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2.2 研究開発の実施体制 

   研究開発の実施体制、役割分担を図 2-2 に示す。 

 
役割分担 

1)高温材料信頼性向上技術開発 

(a)大径管内圧クリープ試験、短冊一軸クリープ試験、長時間クリープ疲労試験などの Ni

基材料を対象とした高温長期材料試験 

(b)タービン用 Ni 基材料の劣化挙動・損傷評価、タービンロータ溶接部長時間健全性評

価、ボイラ配管・伝熱管材の補修寿命評価及び規格化・寿命評価データ構築を目的

とした材料データベース拡充 

(c)タービン翼へ適用する Ni 材料へ安価な高 Cr 鋼を適用するための表面改質技術開発 

2)保守技術開発 

(a)蒸気タービンロータ溶接部（Ni 基/耐熱鋼）非破壊検査用として開発した非破壊検査

（フェーズドアレイ TOFD 法）、精度向上及び適用箇所の拡大 

(b)ボイラ用 Ni 基大径管などの UT 検査のシミュレーション技術開発 

図 2-2 研究開発体制 

NEDO
ＰＭ：環境部 青戸冬樹

ＰＬ：福田雅文
(一社)高効率発電
システム研究所

東芝エネルギー
システムズ㈱

1)(a), 1)(b), 2)(a)

㈱ＩＨＩ
1)(a), 1)(b)

日本製鉄㈱
1)(a), 1)(b)

(一財)電力中央
研究所
1)(a)

(一財)発電設備
技術検査協会

2)(b)

富士電機㈱
1)(c)

三菱日立
パワーシステムズ㈱

1)(a), 1)(b)

助成 

(国研)物質・材料研究機構 

1)(a)の委託研究 

三菱重工業㈱ 

1)(a), 1)(b)の委託研究 
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 以下、主な主任研究者を示す。 

 

  東芝エネルギーシステムズ株式会社 

   氏名  高橋 武雄 

   技術分野 火力発電システム、構造設計 

 

  株式会社 IHI 

   氏名  稲井 英太郎 

   技術分野 材料技術 

 

  日本製鉄株式会社 

   氏名  仙波 潤之 

   技術分野 耐熱鋼・耐熱合金の研究開発 

 

  一般社団法人電力中央研究所 

   氏名  西ノ入 聡 

   技術分野 大径管の内圧曲げクリープ試験、ひずみ法・AE法等による 

変形・破壊プロセス評価 

 

  一般社団法人発電設備技術検査協会 

   氏名  古川 敬 

   技術分野 非破壊検査工学、超音波探傷試験、シミュレーション工学 

 

  富士電機株式会社 

   氏名  西牧 航志郎 

   技術分野 熱流体設計、蒸気タービン翼設計 

 

  三菱日立パワーシステムズ株式会社 

   氏名  東海林 剛 

   技術分野 耐熱材料、溶接技術 

 

2.3 研究開発の運営管理 

   2.3.1 A-USC 開発推進委員会 

    図 2-3 に開発の運営を取り仕切る A-USC 開発推進委員会の体制を示す。A-USC 開発推進委

員会、大径管内圧クリープ試験分科会は 3 か月に 1 回程度の頻度で開催し、ボイラ分科会、

タービン分科会、バルブ分科会は適宜開催した。 
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図 2-3 A-USC 開発推進委員会の体制 

 

A-USC 開発推進委員会の機能 

 ・A-USC 開発推進に必要な事項の基本方針策定、審議、情報交換 

 ・NEDO 対応（予算・スケジュール調整、書類の統括等） 

 ・各社間の懸案事項調整 

 ・各社開発状況等に関する情報交換 

 ・外部への発表、講演等の調整 

 ・各社の特許出願状況把握 

 ・その他 

 

   2.3.2 研究開発の進捗管理 

①PM による進捗管理 

・PM は、PL や研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、

毎月、従事日誌、月間工程表、執行管理表および適宜ヒアリング等により実施状況を

確認し、目標達成の見通しを常に把握することに努める。 

②PL による進捗管理 

・A-USC 開発推進委員会を３か月に１回程度開催し、各分科会の実施状況、問題をチェッ

クする。 

・大径管内圧クリープ試験分科会を３か月に１回程度開催し、分科会内作業の実施状況、

問題をチェックする。 
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・ボイラ分科会、タービン分科会、バルブ分科会を適宜開催し、分科会内作業の実施状

況、問題をチェックする。 

 
2.4 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性 

   次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術の開発にあたっては、高温長期材料試験、

タービン用 Ni 基材料の劣化挙動・損傷評価、表面改質技術、非破壊検査、UT シミュレー

ションなど多様な技術分野にわたる開発が必要となることから、それぞれの技術分野につい

て高度な知見・技術を有する各事業者が共同で研究開発を遂行する方針とし、高効率発電シ

ステム研究所の福田雅文 代表理事が PLとして責任をもって研究開発を推進するとともに、

NEDO 環境部 PMが適時 PL と協議して、必要に応じて指示・サポートする体制とした。 

    

   知的財産権等に関する戦略については、2008～2016 年度に実施された、前プロジェクト

（要素技術開発）においては A-USC プラントを建設するための新材料等の特許を早期に取得

し、それらの材料を活用するための製造、構造技術特許を積極的に出願した。材料の信頼性

向上、保守技術開発を実施する今回のプロジェクトにおいては、事業者が秘匿すべき技術が

多く得られるので、特許出願よりもノウハウ蓄積に重点を置く。 

 

 
3. 情勢変化への対応 

  研究開発上、社会的な情勢変化に対し、表 2-3、2-4 のとおり対応を行った。 

 

表 2-3 研究開発上の情勢変化 

 

 

表 2-4 社会的な情勢変化 
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4. 評価に関する事項 

  本事業は、経済産業省（METI）が 2008 年度～2015 年度まで直接実施し、その後 NEDO が継承

して 2016 年度で実施した「先進超々臨界圧火力発電技術開発」の後継プロジェクトとして開始

した事業である。METI 事業では、2007 年度に事業開始前の事前評価、2010 年度に第 1回中間

評価、2013 年度に第 2回中間評価を行い、NEDO に継承後は 2016 年度に前倒し事後評価を実施

した。 

 

＜先進超々臨界圧火力発電技術開発 2016 年度前倒し事後評価 主な評価内容＞ 

 ・開発目標はほぼ達成し、本プロジェクトにより我が国が A-USC 分野で欧米をリードできた。 

 ・送電端熱効率 46%達成の見通しを得ており、2025 年頃に大型機の商用実証を目指す態勢が整

いつつある。 

 ・新材料の開発、Ni基の材料を部分的に使用等、有意義な成果が得られている。 

 ・今後は、実機の運用を想定した課題の抽出、実機模擬試験等による寿命評価手法やメンテナ

ンスのための健全性評価手法の確立が必要。また、更なる長時間の試験を行うことが必要。 

 

３．研究開発成果について 

1.事業全体の成果 

本事業は 2020 年以降に増大すると考えられる経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要

に対応し、送電端熱効率 46%（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用する高温材料

信頼性向上技術開発及び保守技術開発を実施することを目的としており、それに対し、概ね計

画通りの達成状況である。 

 
［中間目標（2019 年度）］ 

・長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

2021 年度末までの試験計画を策定する。 

・表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精

度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

［達成状況］ 

大径管内圧クリープ試験等の高温長期材料試験及び材料データベースの拡充については、各

種データの取得を行い、2021 年度末までの試験計画を策定できた。また、表面処理技術開発及

び保守技術開発については、得られた基礎データ等から技術確立の見通しを得られており、全

ての研究開発項目について中間目標を達成できた。 

 

［成果の意義］ 

  本プロジェクトによる技術開発を確実に実施することにより、A-USC の信頼性を高めることが

できており、A-USC 商用機の普及促進に繋がっている。 
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表 3-1 に研究開発項目毎の中間目標と達成状況を示す。 

表 3-1 研究開発項目毎の中間目標と達成状況 

研究開発項目 
中間目標 

（2019 年度） 
主な達成状況 

中間目標 

の達成度 

１）高温材料信頼性向上技術開発     

（a）－１ 

大径管内圧クリープ試験 

・第一回目試験を開始し、中

間止め検査を実施する。 

・第一回目試験を開始し、現在

4,500 時間経過。中間止め検査

を 2 回行い、試験体の損傷状

況等のデータを取得した。 

○ 

（a）－２ 

短冊一軸クリープ試験 

・３つの試験体でクリープ試験

を開始し、1 回目の中間止め

検査を完了する。 

・すべての試験体で 1 回目の中

間止め検査を行い、クリープ試

験及び中間止め検査による

データを取得した。 

○ 

（a）－３ 

長時間クリープ疲労試験 

・保持時間 10 時間までのク

リープ疲労試験データを拡充

する。 

・保持時間 10 時間までのクリー

プ疲労試験データを拡充した。 
○ 

（ｂ）－１ 

タービン用 Ni 基材料の 

劣化挙動・損傷評価 

・蒸気タービン用 Ni 基材料の

クリープ破断試験を実施する。 

・水蒸気雰囲気中での機械試

験等を行い、材料データベー

スの拡充を図る。 

・TOS1X-2 ロータ材のクリープ

破断データ（最長 56,000 時間）

を取得した。 

・水蒸気雰囲気中のクリープ試

験を完了し、材料データベース

を拡充した。 

○ 

（ｂ）－２ 

タービンロータ溶接部 

長時間健全性評価 

・蒸気タービンロータ溶接部材

料のクリープ破断データを取

得し、材料データベースの拡

充を図る。 

・TOS1X-2 ロータ材共材及び異

材溶接部のクリープ破断データ

を取得済し、材料データベース

を拡充した。 

○ 

（ｂ）－３ 

ボイラ配管・伝熱管材の 

補修寿命評価及び規格化・ 

寿命評価データ構築 

・ボイラ配管・伝熱管材のク

リープ試験によるデータ拡充

を行い、JSME 規格化への提

案を行う。 

･ボイラ配管・伝熱管材のクリー

プ試験によるデータ拡充を行

い、JSME 規格化への提案を

行った。 

○ 

（ｃ）－１ 

タービン翼表面改質技術 

・短時間、比較的長時間の水

蒸気酸化等スクリーニング試

験を完了する。 

・800 時間、2,000 時間の水蒸気

酸化等スクリーニング試験を完

了した。 

○ 
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２）保守技術 

（a）－１ 

蒸気タービンロータ溶接部 

非破壊検査精度向上 

及び適用箇所の拡大 

・超音波の材料中での減衰特

性等の基礎データを取得す

る。 

・探傷角度による影響評価の

ため、試験体を製作し探傷基

礎試験を実施する。 

・超音波減衰特性の基礎データ

を取得した。 

・試験体を製作し、探傷基礎試

験を実施した。 

○ 

（ｂ）－１ 

ボイラ用 Ni 基大径管などの 

UT 検査のシミュレーション 

技術開発 

・組織情報と音速等のデータ

を取得する。 

・金属モデル、シミュレーション

モデルを構築し、同モデルの

検証を開始する。 

・組織情報と音速等のデータを

取得した。 

・金属モデル、シミュレーション

モデルを構築し、同モデルの検

証を開始した。 

○ 

達成度：◎大きく上回って達成、〇達成、△達成見込み、×未達  

 

表 3-2 に研究開発項目毎の最終目標と達成可能性を示す。 

表 3-2 成果の最終目標の達成可能性 

研究開発項目 現状 
最終目標 

（2021 年度） 
達成見通し 

１）高温材料信頼性向上技術開発     

（a）－１ 

大径管内圧クリープ試験 

・第一回目試験を開始

し、現在 4,500 時間経

過。中間止め検査を 2

回行い、試験体の損

傷状況等のデータを取

得した。 

大径管厚肉部材等につい

て、「多軸応力場での損

傷形態把握」、「UT、AE

試験検証」、「寿命予測手

法検証」、「応力解析の精

度検証」を達成する。 

「多軸応力場での損傷形態把

握」について、損傷発生までに

当初計画よりも時間がかかる

傾向が認められ、試験期間

（プロジェクト期間）の 1 年程

度の延長が必要な状況 

（a）－２ 

短冊一軸クリープ試験 

・すべての試験体で 1

回目の中間止め検査

を行い、クリープ試験

及び中間止め検査に

よるデータを取得し

た。 

大径管内圧クリープ試験

と相まって、大径管厚肉

部材等について「単軸応

力場での損傷形態把

握」、「UT 試験検証」、「寿

命予測手法検証」を達成

する。 

「単軸応力場での損傷形態把

握」について、損傷発生までに

当初計画よりも時間がかかる

傾向が認められ、試験期間

（プロジェクト期間）の 1 年程

度の延長が必要な状況 

（a）－３ 

長時間クリープ疲労試験 

・保持時間 10 時間ま

でのクリープ疲労試験

データを拡充した。 

試験条件を実機運転状況

に近づけることにより、実

機におけるクリープ損傷と

疲労損傷の関係を見出す

ための基礎的データを得

る。 

・保持時間 24 時間以上のク

リープ疲労試験を行うことによ

り達成可能。 
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（ｂ）－１ 

タービン用 Ni 基材料の 

劣化挙動・損傷評価 

・TOS1X-2 ロータ材の

クリープ破断データ

（最長 56,000 時間）を

取得した。 

・水蒸気雰囲気中のク

リープ試験を完了し、

材料データベースを拡

充した。 

タービン用 Ni 基超合金の

長時間使用中の材料劣

化挙動の把握と評価手法

の確立および使用環境で

の材料の損傷形態把握、

評価手法の開発を行う。 

・タービン用 Ni 基材料のク

リープ破断試験等を引き続き

実施し、材料データベースの

拡充及び材料劣化挙動の評

価を行うことにより達成可能。 

（ｂ）－２ 

タービンロータ溶接部 

長時間健全性評価 

・TOS1X-2 ロータ材共

材及び異材溶接部の

クリープ破断データを

取得済し、材料データ

ベースを拡充した。 

タービン用 Ni 基超合金／

従来耐熱鋼の異材接合

部の長時間使用中の材

料健全性の確認を行う。 

・ロータ溶接部のクリープ破断

試験を継続し、材料データ

ベースの拡充及び長時間健

全性の評価を行うことにより達

成可能。 

（ｂ）－３ 

ボイラ配管・伝熱管材の 

補修寿命評価及び規格

化・寿命評価データ構築 

･ボイラ配管・伝熱管材

のクリープ試験による

データ拡充を行い、

JSME 規格化への提

案を行った。 

ボイラ用 Ni 基材料の経

年後補修材料のクリープ

強度評価、規格化に向け

たクリープデータ拡充、ク

リープ亀裂進展データ拡

充等を行う。 

・経年後補修材料のクリープ

強度評価、規格化に向けたク

リープデータの拡充、申請を

引き続き行うことにより達成可

能。 

（ｃ）－１ 

タービン翼表面改質技術 

・800 時間、2,000 時間

の水蒸気酸化等スク

リーニング試験を完了

した。 

高 Cr 鋼表面に生成され

ている酸化スケールの生

成速度を把握することに

より耐水蒸気酸化コー

ティングに代表される表

面改質技術の実機適用

性を検証する。 

・スクリーニング試験結果を踏

まえ、有効性が認められた改

質技術について更に 8,000 時

間時間の水蒸気酸化試験を

行うことにより、2020 年度末ま

でに達成見込み。 

２）保守技術     

（a）－１ 

蒸気タービンロータ溶接

部非破壊検査精度向上

及び適用箇所の拡大 

・超音波減衰特性の基

礎データを取得した。 

・試験体を製作し、探

傷基礎試験を実施し

た。 

蒸気タービンロータ溶接

部（Ni 基/耐熱鋼）非破壊

検査（フェーズドアレイ

TOFD 法、セクタスキャン

法）精度向上及び適用箇

所の拡大をする。 

・超音波伝播特性及び探傷角

度による欠陥検出性の評価を

行い、探傷精度の高度化手法

の検討を行うことにより、2020

年度末までに達成見込み。 

（ｂ）－１ 

ボイラ用 Ni 基大径管など

の UT 検査のシミュレー

ション技術開発 

・組織情報と音速等の

データを取得した。 

・金属モデル、シミュ

レーションモデルを構

築し、同モデルの検証

を開始した。 

ボイラ用 Ni 基大径管など

の UT 検査のシミュレー

ション技術を開発する。 

・構築したシミュレーションモデ

ルの検証を引き続き行うこと

により、2020 年度末までに達

成見込み。 
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2.研究開発項目毎の成果 

  2-1) 高温材料信頼性向上技術開発 

   2-1)-(a)-1 大径管内圧クリープ試験 

ボイラで発生した 700℃級の高温蒸気は直径 0.5～1m 程度、長さ 200m 程度、肉厚 30～

100mm 程度のサイズを有する大型配管を通してタービンまで導かれる。本項目ではその一

部を取り出した大径管厚肉部材（配管試験体）を図 3-1 に示す試験装置（BIPress）により

試験を行っている。配管試験体を 750℃まで加熱し、内圧、曲げを与えることにより、配

管試験体に高温状態で多軸応力場を発現させる。その状態で 5,000 時間程度保持し、配管

に損傷を与える。実際には試験途上でいったん除荷、減温し UT（超音波検査）、PT（浸透

探傷検査）等により損傷の進行度合いを計測する。また、試験中は AE（アコースティック

エミッション）により亀裂進展の検知を行う。 

この試験結果と応力解析結果等を照らし合わせて、応力解析の精度検証、寿命予測手法

の検討を行う。 

第一回目の試験について試験体製作、据付を完了し、2018 年 9 月 25 日に試験を開始した。

その後、4,500hr 時間経過したところである。その間、中間止めを 2 回行い、配管試験体

の損傷状況を確認した。 

 

図 3-1 大径管内圧クリープ試験装置（BIPress） 

   2-1)-(a)-2 短冊一軸クリープ試験 

短冊一軸クリープ試験は上記大径管内圧クリープ試験を補完するための試験である。図

3-2 に実機大の大径管溶接部から切り出した短冊試験体を一軸クリープ損傷させた例を示

すが、一軸であるにもかかわらず非常に複雑な損傷形態を呈しており、実機の経年損傷を

予測することの困難さが窺える。部材の寿命予測を正確に行うためには様々な条件での多

数の試験が必要であるが、大径管内圧クリープ試験は比較的大掛かりで費用がかかるため

試験体の数に制限がある。そこでなるべく実機サイズに近い短冊試験体で多数の試験を

行っている。 
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現在、三つの短冊試験体を表 3-3 の条件で試験している。 

表 3-3 短冊一軸クリープ試験状況 

材質 
試験温度 

（℃） 

試験応力 

（一軸引張 MPa） 

破断目標時間 

（hr） 
経過時間 

HR6W 700 100 20,000 6,000 

HR6W 750 91 20,000 8,500 

HR6W 750 85 30,000 10,000 

 
図 3-2 損傷した短冊一軸クリープ試験体 

   2-1)-(a)-3 長時間クリープ疲労試験 

石炭火力は現状ではベース電源として用いられているので、損傷形態はクリープが主体

である。将来、再生可能エネルギーが大量に導入されると起動停止等の負荷変動が増加し、

クリープ疲労損傷を被る可能性がある。クリープ疲労の試験は試験体に図 3-3 のようなひ

ずみを繰り返しかけて損傷に至る回数を評価する。クリープ疲労試験の条件を実機運転状

況に近づけるために以下の thの保持時間を長くした試験を行っている。従来は試験時間の

関係でこの thの時間を十分長く取った試験は行われていなかった。この試験により実機に

おけるクリープ損傷と疲労損傷の関係を見出すための基礎的データを得る。 

現在、表 3-4 にしたがって試験を実施中である。なお、th＝10 時間以下の試験を 2019 年

度までに完了させ，2020 年度より th＝24 時間試験を実施する予定である．（設備の都合

上，ひずみ範囲⊿ε＝1.2%試験のみ th＝24 時間，72 時間保持試験を実施予定） 

 

図 3-3 クリープ疲労試験の概念 
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表 3-4 長時間クリープ疲労試験条件 

 

 

   2-1)-(b)-1 タービン用 Ni基材料の劣化挙動・損傷評価 

タービン用 Ni 基超合金の長時間使用中の材料劣化挙動の把握と評価手法の確立および使

用環境での材料の損傷形態把握、評価手法の開発を行う。対象材料はロータ材、羽根材で

ある。実施項目と目標を表 3-5 に示す。 

現在、表 3-5 について①～④のデータ取得を進めている。具体的に①、②は 750℃で

56,000 時間のクリープ破断試験や時効試験を終了した。 

 
図 3-4 水蒸気環境中クリープ試験機および水蒸気環境中疲労試験機 

表 3-5 タービン用 Ni基材料の劣化挙動・損傷評価実施項目、目標 

実施項目 目標 

①クリープ破断試験 ・7 万時間程度の長時間クリープ破断データを取得 

・TOS1X-2 クリープ破断強度 100MPa 以上(@700℃、10 万 Hr) 

・長時間側でのクリープ強度低下の有無を確認する 

②クリープ中断試験、時効試験 ・試験材料の組織観察等を行い、材料の経時的な劣化挙動を評価する 
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③水蒸気雰囲気中での機械試験 ・水蒸気雰囲気中での機械試験を実施する 

・大気中での試験結果と比較し、水蒸気による材料への影響を評価する 

④低サイクル疲労試験 ・実機運用を考慮して、低サイクルのクリープ疲労試験を行う 

・クリープと疲労が重畳された場合の材料特性を評価する 

⑤材料データベースの拡充と寿命 

評価データの構築 

・①～④の試験データをまとめて、材料データベースの拡充を図る 

・寿命評価データを構築する 

   2-1)-(b)-2 タービンロータ溶接部長時間健全性評価 

タービン用 Ni 基超合金／従来耐熱鋼の異材接合部（図 3-5）の長時間使用中の材料健全

性の確認を行う。対象材料はロータ、配管異材溶接部である。時効劣化した素材を用いた

各種材料評価を目標とし、以下の材料の組み合わせで、異材（共材）溶接の長時間時効試

験を実施している。 

・共材 TOS1X-2 

・異材 TOS1X-2/12Cr 鋼、TOS1X-2/CrMoV 鋼： 

 
図 3-5 ロータ異材溶接部（例） 

   2-1)-(b)-3 ボイラ配管・伝熱管材の補修寿命評価及び規格化・寿命評価データ構築 

ボイラ用 Ni 基材の規格化に向けたクリープデータ拡充、経年後補修材料のクリープ強度

評価、クリープ亀裂進展データ拡充を行う。実施項目を以下に示す。 

・ボイラ伝熱管・配管材料（HR6W,HR35,Alloy617,Alloy263,Alloy141,SAVE12AD）につい

て、国内規格化を行うためのサンプル数が不足しているクリープ、時効試験を実施

（試験材として前記鋼種の伝熱管・配管材料を製作する） 

・ボイラ鍛造材（HR6W, Alloy617）についてクリープ、時効試験を実施（試験材として

前記鋼種の鍛造材を製作する） 

・ボイラ配管材料（HR6W,Alloy617）の厚肉材溶接継手部の経年劣化におよぼす組織、元

素の影響評価を実施 

・HR6W 製大径管（実缶試験試験材）について、補修を模擬した溶接を実施、継手部のク

リープ試験を実施 

・ボイラ配管材料（HR6W,HR35,Alloy617 等）について、クリープ亀裂進展試験等を実施

し、各材料のクリープ亀裂進展データを拡充 

なお、規格化に関して、以下のように進行中である。 

・Alloy263 : JSME で規格化審議中 
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・Alloy141 : 同上 

・Alloy617 : 2019/12 JSME 規格化申請予定 

・HR35：2020 年度 JSME 規格化申請に向けデータベース拡充中 

・SAVE12AD ： 次回規格改定時に ASME 規格から準用予定 

   2-1)-(c)-1 タービン翼表面改質技術 

高温蒸気環境下で高 Cr鋼表面に生成される酸化スケールの生成速度を把握する。 耐水

蒸気酸化コーティングに代表される表面改質技術の実機適用性を検証する。図 3-6 にコー

ティングの有無による高 Cr 鋼の酸化スケール生成厚さ（例）を示す。実施内容は以下であ

る。 

・高 Cr 鋼の酸化スケール生成の温度依存性、時間依存性を明らかにするとともに、各種

の表面改質を施した試験片を用いて酸化スケール生成抑止効果、被膜の長期安定性、熱衝

撃耐性、耐エロージョン性等を評価し、部材別に最適な表面改質手法を確立する。候補と

して考えられる表面改質法 HVOF, プラズマ溶射, PVD, CVD, 耐熱ペイント焼付等である。 

現在までに、選定した候補被膜について以下のように進行中である。 

・800hr, 2,000hr 水蒸気酸化等スクリーニング試験完了 

・スクリーニング試験結果分析中 

・8,000hr 水蒸気酸化試験準備中" 

 

図 3-6 高 Cr 鋼の酸化スケール生成厚さ（例） 

  2-2) 保守技術開発 

   2-2)-(a)-1 蒸気タービンロータ溶接部非破壊検査精度向上及び適用箇所の拡大 

非破壊検査(フェーズトアレイ TOFD 法（図 3-7）、セクタスキャン法（図 3-8）)につい

て高度化を行う。実施内容は以下である。 

・製造する実機のロータ径（φ400～1200mm)に合わせて、曲率の異なる校正 TP を作成し、

あらかじめデータを取得、データベース化することで、校正 TP および校正作業を削減 

・現状ではロータ溶接部に適用されているが、ロータ溶接部以外の Ni 基合金へ適用範囲

(厚肉素材、配管素材、溶接部等)を拡大する。 

現在、以下のような状況である。 

・溶接ロータ疑似欠陥の感度比較評価試験中 
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・超音波伝播特性の評価実施中 

・探傷角度による欠陥検出性の評価実施中 

・探傷精度の高度化手法の検討中 

 

図 3-7 フェーズトアレイ TOFD 法の原理 

 

図 3-8 セクタスキャン法の原理 

   2-2)-(b)-1 ボイラ用 Ni 基大径管などの UT 検査のシミュレーション技術開発 

ボイラ用 Ni 基大径管などの損傷の進行度合いや亀裂等の検出性能の把握や実構造物へ適

用する際の最適条件の検討、UT 要領の検討等に活用できる UT シミュレーション技術（図

3-9）を開発する。実施内容は以下である。 

・Ni 基合金製部材のシミュレーションに必要な音速、減衰係数等のデータについて、溶

接金属、溶接熱影響部、母材部に対して初期データや熱履歴後による変化などを詳細に取
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得する。また、溶接金属、溶接熱影響部、母材部の金属組織データ（結晶粒の配向、寸法

など）を取得し、Ni 基合金製部材金属組織モデルを構築する。 

・大口径内圧又は短冊一軸クリープ試験等で得られる損傷（クリープボイドや亀裂等）

を計算機内で再現するためのモデル化方法を開発し、探傷試験結果と比較しながらモデル

の妥当性やシミュレーションの適用性を検証する。 

・Ni 基合金製部材に対する UT の条件、損傷の度合いや位置等を変えたシミュレーション

を行い、対象部位の形状や寸法、材料等毎に適した UT 条件の検討や UTの適用性評価に資

する知見を整理する。 

現在、以下のような状況である。 

・組織の情報と音速等のデータを取得 

・金属モデル、シミュレーションモデル構築 

・無損傷部でモデルの検証を実施 

 

図 3-8 UT シミュレーション技術の概要 
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４．成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

1.成果の実用化・事業化に向けた取組及び見通しについて 

  ①事業化に向けた具体的取組 

図 4-1 に示すように、本プロジェクトによる信頼性向上技術開発と並行して、既設石炭

火力（600℃級 USC）への適用、経年火力のリプレース等、国外市場への売り込みを行いつ

つ事業化を目指す。 

 

図 4-1 事業化想定スケジュール 

 

  ②事業化の見通し 

1)事業化の見通し 

国内では 2025～2030 年ごろを目途とし、経年火力のリプレース等による既存資源（人

材、立地、設備）を有効活用した事業化を図る。 

また、大径管等の信頼性向上、肉厚減少による運用柔軟性向上を目的とした 600℃級

USC 高温部への適用による早期事業化を図る。 

国外ではメーカの国外営業、製造拠点を活用し、東南アジア、インド、オセアニア、欧

州、北米での事業化を図る。 

2) 導入対象 

既設石炭火力（600℃級 USC）、リプレース、新設石炭火力 等 

3) 技術の段階的導入 

A-USC は主蒸気温度、圧力、再熱蒸気温度の設定に自由度があるので、USC と同様に、

導入実績を重ねつつ、より蒸気条件が高いシステムの実現を目指す（図 4-2） 
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図 4-2 技術の段階的導入 

 

③波及効果 

 以下に、今後期待される波及効果を示す。 

1)再生可能エネルギー対応 

既設石炭火力厚肉部材の薄肉化、高強度化による運用柔軟性向上 

   例：ボイラヘッダ、タービンロータ 

2)既設 USC タービン翼への表面改質技術の適用 

HPT 高圧タービン、IPT 中圧タービンの上流の数段に適用することによる、水蒸気酸化ス

ケール付着抑制による翼寿命延長、表面粗度低下防止 
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「次世代火力発電等技術開発」基本計画 

環境部 
 

１．研究開発の目的・目標・内容 

（１）研究開発の目的 

①政策的な重要性 

２０１５年７月に決定された長期エネルギー需給見通しにおいては、３Ｅ＋Ｓ（安全性、

安定供給、経済効率性、環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現し

ていくこととしており、火力発電分野においては、石炭火力発電及びＬＮＧ火力発電の高

効率化を図り、環境負荷の低減と両立しながら、有効活用を推進することとしている。火力

発電の高効率化は、再生可能エネルギーの最大限の導入促進、安全性の確認された原子力

発電の活用と合わせ、温室効果ガス削減目標積み上げの基礎となった対策・施策として位

置づけられている。これを踏まえ、２０１６年６月に官民協議会で策定した「次世代火力発

電に係る技術ロードマップ」においては、火力発電の高効率化、ＣＯ２削減を実現するため、

次世代の火力発電技術の早期確立を目指すこととしている。 

 

②我が国の状況 

我が国の火力発電の熱効率は世界最高水準を保っている。世界で初めて超々臨界圧火力

発電（ＵＳＣ）を商用化し、さらには高効率な空気吹石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）が既

に実用化段階であり、酸素吹ＩＧＣＣにおいても実証フェーズにある。また、効率向上に大

きく寄与するガスタービンにおいて、１６００℃級という高温化を世界に先駆けて実現す

る等、熾烈な国際競争の中においても、我が国の高効率火力発電システムは、トップレベル

を維持しており、世界をリードしている。しかしながら、燃料資源を他国に大きく依存する

我が国にとっては、限られた資源の有効利用を図ることは至上命題であり、今後とも、更な

る効率化を図っていく必要がある。また、中長期的な視点では、大幅なＣＯ２削減を実現し

うるＣＯ２の回収・貯留・利用（ＣＣＵＳ）の技術の開発・推進も重要なテーマであり、国

内でのＣＣＳ（二酸化炭素の回収・貯留）大規模実証事業や貯留ポテンシャル調査等が進

められている。 

 

③世界の取組状況 

 地球温暖化問題の対策として、ＣＯ２排出量の削減が強く求められている中で、米国や欧

州においても国家レベルで巨額の研究開発費を投じ、基礎研究から技術開発、実証研究等

の様々な取組が行われており、日本と同様にＩＧＣＣや先進的超々臨界圧火力発電（Ａ－

ＵＳＣ）、高効率ガスタービン等の開発が進められている。また、大幅なＣＯ２削減を達成

するため、ＣＯ２分離・回収を行ったＩＧＣＣやＣＣＳ－ＥＯＲ（石油増進回収）の実証と

いったプロジェクトも進められている。 
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④本事業のねらい 

長期エネルギー需給見通しの実現に向けて、火力発電の高効率化に関しては、石炭火力

の発電効率を大幅に引き上げる石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）の実証事業をは

じめ、石炭火力、ＬＮＧ火力の双方につき、新たな火力発電技術の開発等を実施する。ま

た、火力発電から発生するＣＯ２排出量をゼロに近づける切り札となる技術として、火力発

電所から発生する大量のＣＯ２を効率的に分離・回収・有効利用するための技術開発等を実

施する。これまでの火力発電に係る技術開発は、個別の技術ごとに進められていたが、石炭

火力、ＬＮＧ火力は共通する要素技術が多く、火力発電全体の技術開発を加速するために

は、個別技術開発を統合し、包括的かつ一体的に推進することが有効である。そこで、次世

代火力発電技術に係る事業を本事業において統合し、関連事業を一元管理し、一体的に進

めることで、開発成果を共有しつつ、技術開発に係るリソースを最適化する。これにより、

次世代火力発電技術の開発を加速し、早期の技術確立及び実用化を狙う。 

 

（２）研究開発の目標 

①アウトプット目標 

 本事業を通じて、発電効率の大幅向上やＣＯ２分離・回収後においても高効率を維持する

こと及びＣＯ２有効利用等、ＣＯ２排出の削減に寄与する革新的な次世代火力発電技術の確

立を目指す。 

 研究開発項目ごとの目標については、別紙にて定める。 

 

②アウトカム目標 

本事業の開発成果により、２０３０年頃にＬＮＧ火力においては、将来のガスタービン

燃料電池複合発電（ＧＴＦＣ）商用機として送電端効率６３％（高位発熱量基準）を達成

し、さらには、ＩＧＦＣ商用機へと繋げることで、石炭火力として送電端効率５５％（高位

発熱量基準）を達成する。また、ＣＣＵＳの実現に向け、ＣＯ２分離・回収コスト１，００

０円台/ｔ-ＣＯ２という大幅な低減を達成する。また、ＣＯ２有効利用の一例として、天然

ガスパイプラインの許容圧力変動による、負荷変動対応能力は、６，０００万ｋＷと推定さ

れる。そのうち、１割をＣＯ２由来のメタンで代替すると、１，３００億円を獲得する。 

世界の火力発電市場は、今後、２０４０年にかけて石炭火力では約５２０兆円、ＬＮＧ火

力では約２７０兆円で、累計７９０兆円の規模が見込まれる。年平均では約３０兆円であ

り、このうちのシェア１割、約３兆円の次世代火力技術の市場を獲得する。 

 

③アウトカム目標達成に向けての取組 

市場ニーズを見極めつつ、各技術開発プロセスの進捗管理を行い、開発優先度の調整、

開発スケジュールの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の火力発電技術開発の全

体プロセスの最適化・効率化を図る。そして、技術開発のプロセスにおけるコスト低減の取

組と信頼性の確保により、商用機導入を早期に拡大する。 

 

（３）研究開発の内容 

火力発電の効率化及びＣＯ２分離・回収・有効利用等に関する調査、開発及び実証を実施す

る。実施に当たっては、各事業の性質に合わせ、委託事業又は助成事業（ＮＥＤＯ負担１／
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３、２／３、１／２）により実施する。 

なお、個別研究開発項目の研究開発内容の詳細については、別紙にて記載する。 

 

研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業［助成事業］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業［助成事業］ 

 １）１７００℃級ガスタービン 

（２０１６～２０１８年度：２／３助成、２０１９～２０２０年度：１／２助成） 

 ２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）（２／３助成） 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧火力発電技術開発［助成事業（２／３助成）］ 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発［委託事業］ 

１） 次世代ガス化システム技術開発 

２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

    ５） ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

    ６） 石炭火力の競争力強化技術開発 

    ７） ＣＯ２有効利用技術開発 

    ８）流動床ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発（新規） 

  ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究（新規） 

研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発［委託事業］ 

研究開発項目⑥ 次世代火力発電技術推進事業［委託事業］ 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発［助成事業（１

／２助成）］ 

 

３．研究開発の実施方式 

（１）研究開発の実施体制 

本事業は、ＮＥＤＯが単独又は複数の企業、大学等の研究機関（原則、国内に研究開発拠点

を有していること。ただし、国外企業の特別の研究開発能力、研究施設等の活用あるいは国

際標準獲得の観点から国外企業との連携が必要な部分はこの限りではない。）から、原則公

募によって実施者を選定し実施する。ただし、移管事業に関してはこの限りではない。 
ＮＥＤＯは、プロジェクトの進行全体の企画・管理やプロジェクトに求められる技術的成果

及び政策的効果を最大化させるため、必要に応じてプロジェクトマネージャー（以下「ＰＭ」

という。）を任命する。また、各実施者の研究開発ポテンシャルを最大限に活用し、効率的か

つ効果的に研究開発を推進する観点から、必要に応じて研究開発責任者（プロジェクトリー

ダー、以下「ＰＬ」という。）を指名する。 
なお、研究開発項目ごとのＰＭ、ＰＬは以下のとおり。また、研究開発項目④２）、３）、

４）は、推進にあたって、燃料電池に関する情報共有と開発戦略の整合性を図るため、プロジ

ェクトチーム（ＰＴ）にＮＥＤＯ新エネルギー部を加える。 



 

 4 

 
研究開発項目① 石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：大崎クールジェン株式会社 木田一哉 

研究開発項目② 高効率ガスタービン技術実証事業 

１）１７００℃級ガスタービン 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱重工業株式会社 石坂浩一 

２）高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ） 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 山中康朗、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 吉田正平 

研究開発項目③ 先進超々臨界圧実用化要素火力発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 足立啓、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

研究開発項目④ 次世代火力発電基盤技術開発 

１）次世代ガス化システム技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

２）燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ要素研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 春山博司、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

３）ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：三菱日立パワーシステムズ株式会社 北川雄一郎 
４）燃料電池石炭ガス適用性研究 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 高橋洋一、ＰＬ：電源開発株式会社 早川宏 

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中田博之、ＰＬ：一般財団法人石炭エネルギーセンター 原田道昭 
６）石炭火力の競争力強化技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 中元崇、ＰＬ：契約毎に設置 
   ７）ＣＯ２有効利用技術開発 
    ＰＭ：ＮＥＤＯ 西海直彦、ＰＬ：日本大学工学部客員教授 坂西欣也 
   ８）流動床ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発 
    ＰＭ：ＮＥＤＯ 名久井博之、ＰＬ：ＮＥＤＯにおいて選定 
   ９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

 ＰＭ：ＮＥＤＯ 新郷正志、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 渡辺 和徳 
研究開発項目⑤ ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般財団法人電力中央研究所 牧野尚夫 

研究開発項目⑦ 次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発 

ＰＭ：ＮＥＤＯ 青戸冬樹、ＰＬ：一般社団法人高効率発電システム研究所 福田雅文 

 
（２）研究開発の運営管理 

ＮＥＤＯは、研究開発全体の管理及び執行に責任を負い、研究開発の進捗のほか、外部環境

の変化等を適切に把握し、必要な措置を講じるものとする。運営管理は、効率的かつ効果的

な方法を取り入れることとし、次に掲げる事項を実施する。 

①進捗把握・管理 

ＰＭは、ＰＬや研究開発実施者と密接に連携し、研究開発の進捗状況を把握する。また、

外部有識者で構成する技術検討委員会を組織し、定期的に技術的評価を受け、目標達成の

見通しを常に把握することに努める。 
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②技術分野における動向の把握・分析 

ＰＭは、プロジェクトで取り組む技術分野について、内外の技術開発動向、政策動向、市

場動向等について調査し、技術の普及方策の分析及び検討を行う。 

 

４．研究開発の実施期間 

本事業の実施期間は、２０１６年度から２０２２年度までの７年間とする。なお、研究開発

項目①及び②は２０１２年度から２０１５年度、研究開発項目③は２００８年度から２０１５

年度まで経済産業省により実施したが、２０１６年度からＮＥＤＯが実施している。 

 

５．評価に関する事項 

ＮＥＤＯは、技術的及び政策的観点から、事業の意義及び目標達成度や成果に係る技術的

意義及び将来の産業への波及効果等について、評価を実施する。研究開発項目①～⑤、⑦に

ついては、技術評価実施規程に基づき、プロジェクト評価を行う。 
評価の時期については、研究開発項目①は、中間評価を２０１７年度及び２０２０年度に、

事後評価を２０２３年度に実施する。研究開発項目②は、中間評価を２０１８年度、事後評

価を２０２１年度に実施する。研究開発項目④１）は、研究開発項目⑤と統合の上、評価を行

う。研究開発項目④２）は、事後評価を２０１９年度に実施する。研究開発項目④３）、４）

は、中間評価を２０１９年度に、事後評価を２０２２年度に実施する。研究開発項目④６）

は、事後評価を２０２０年度に実施し、５）は中間評価を２０１７年度に実施し、７）は前倒

し事後評価を２０１９年度に実施し、８）、９）は前倒し事後評価を２０２１年度に実施す

る。研究開発項目⑤は、中間評価を２０１７年度、前倒し事後評価を２０２０年度に実施す

る。研究開発項目⑥は、その調査内容に応じて研究開発項目①から⑤、⑦の中間評価、事後評

価の際に合わせて評価を実施する。研究開発項目⑦は、中間評価を２０１９年度、事後評価

を２０２２年度に実施する。 

 

６．その他の重要事項 

（１）委託事業成果の取扱い 

①成果の普及 

得られた事業成果については、ＮＥＤＯ、実施者とも普及に努める。 

 

②標準化等との連携 

得られた事業成果については、標準化等との連携を図り、我が国の優れた次世代火力発

電等技術を普及させるために、標準化への提案等を積極的に行う。 

 

③知的財産権の帰属 

事業成果に関わる知的財産権については、「国立研究開発法人新エネルギー・産業技術

総合開発機構新エネルギー・産業技術業務方法書」第２５条の規定等に基づき、原則とし

て、全て委託先に帰属させることとする。 
なお、海外動向や国際展開を見据えた知財管理を行うとともに、海外における知財の確

保を積極的に推進する。 
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④知財マネジメントに係る運用 
本プロジェクトのうち、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発及び研究開発項目

⑥次世代火力発電技術推進事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおける知財マネジメント基

本方針」を適用する。 

 

⑤データマネジメントに係る運用 
本プロジェクトのうち、研究開発項目①石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業３）及び

研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）、研究開発項目⑥次世代火力発電技術推

進事業は、「ＮＥＤＯプロジェクトにおけるデータマネジメント基本方針」を適用する。 
 

（２）基本計画の変更 

ＰＭは、当該事業の進捗状況及びその評価結果、社会・経済的状況、国内外の研究開発動

向、政策動向、研究開発費の確保状況等、事業内外の情勢変化を総合的に勘案し、必要に

応じて目標達成に向けた改善策を検討し、達成目標、実施期間、実施体制等、基本計画を

見直す等の対応を行う。 

 

（３）根拠法 

本事業は、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構法第十五条第一号ハ、

第三号及び第六号イに基づき実施する。 
 

（４）その他 

最新の技術動向や政策上の必要性に鑑み、必要に応じた研究開発項目の追加や見直しを

行うことがある。 

 

７．基本計画の改訂履歴 

（１）２０１６年１月、基本計画制定。 

（２）２０１６年４月、３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目③、 

④ １）と２）、⑤のＰＭの変更。 

５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の年度を１年後ろ倒し。 

  別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し。 

  研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒し。 

（３）２０１６年９月、５．評価に関する事項、研究開発項目④ ５）中間評価、事後評価の 

年度を１年後ろ倒ししたが、当初計画通りに戻す。 

別紙 研究開発項目④ ５）の３．達成目標、中間目標年度と最終目標年度を１年後ろ倒し 

したが、当初計画通りに戻す。 

研究開発スケジュールは研究期間を１年延長し、中間評価と事後評価を１年後ろ倒しした 

が、当初計画通りに戻す。 

 （４）２０１７年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（２）研究開発の目標並びに（３）研究開発の内容に、

研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発６）石炭火力の競争力強化技術開発、７）Ｃ

Ｏ２有効利用技術開発及び研究開発項目⑦次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技
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術開発の内容を追加した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の①及び⑥の実施時期を修正し、並びに④１）、５）の前倒しの区

分を明確化し、④６）、７）、⑦を追加した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に知財マネジメ

ント適用プロジェクト名を追記した。 

 

（５）２０１７年５月 

３．研究開発の実施体制（１）研究開発実施体制 研究開発項目②の１）と２）及び④の

６）のＰＭの変更。 

（６）２０１７年６月 

    研究開発項目④の１）３．達成目標に中間目標を設定し、２０１７年度に中間評価を実

施する。 

 （７）２０１８年２月 

１．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容のうち、研究開発項目①の２）、

３）の助成率を変更した。また、研究開発項目④次世代火力発電基盤技術開発８）流動床

ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発、９）機動性に優れる広付加帯高効率ガスタービ

ン複合発電の要素研究の内容を追加した。また、研究開発項目④次世代火力基盤技術開発

１）次世代ガス化システム技術開発を、研究開発項目⑤に統合し、研究開発項目⑤の名称

を変更した。 

３．研究開発の実施方式のＰＭ及びＰＬを追記・修正した。 

５．評価に関する事項の④１）、６）、８）、９）の評価時期を追記・修正した。 

６．その他の重要事項の（１）委託事業成果の取扱い③知的財産権の帰属に注釈を追記し

た。 

 （８）２０１８年７月 

   ３．研究開発の実施方式（１）研究開発実施体制 研究開発項目④２）、８）のＰＭの変更、

及び、研究開発項目④５）のＰＬの変更、研究開発項目④６）のＰＬの記載変更。別紙 研

究開発項目⑥ １．研究開発の必要性、２．具体的研究内容にかかる記載を一部変更した（バ

イオマスに係る記載の追記）。 
 （９）２０１８年９月 
   ３．研究開発の実施方式において、研究開発項目①及び研究開発項目④７）、９）のＰＬの

変更、４．研究開発の実施期間の変更、５．評価に関する事項の研究開発項目①の中間評価

時期及び事後評価時期の変更、研究開発項目④２）の評価時期変更、研究開発項目④５）

の事後評価を削除。６．その他の重要事項のデータマネジメントに係る運用に研究開発項

目①３）を追記。また、別紙 研究開発項目①について、期間の延長および、２）ＣＯ２分

離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 研究開発項目④９）

について、目標値を補足。研究開発スケジュール表の修正。 

（１０）２０１９年１月 

  １．研究開発の目的・目標・内容の（３）研究開発の内容において、研究開発項目②１）の

助成率の変更。５．評価に係る事項において、研究開発項目⑦の中間評価の追加及び事後

評価時期の変更、研究開発項目④８）の前倒し事後評価時期の変更。別紙 研究開発項目④

８）の実施期間の変更。別紙 研究開発項目④９）の最終目標を詳細な記載に変更。別紙 

研究開発項目⑥の２．具体的研究内容に燃料多様化に係る記載を追記。別紙 研究開発項目

⑦の実施期間の変更及び中間目標の策定、最終目標年度の変更。研究開発スケジュール表

の修正。 
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（１１）２０１９年７月 

  和暦から西暦へ表記修正。３．研究開発の実施方式において、研究開発項目④６）、７）、

９）、⑤及び⑦のＰＭの変更。５．評価に関する事項において、研究開発項目④３）、４）

の中間評価の追加及び研究開発項目④２）、３）、４）の事後評価時期の変更。別紙 研究

開発項目④３）、４）について、実施期間の延長、中間目標の策定及び最終目標の修正。研

究開発項目⑥の文言修正。研究開発スケジュール表の修正。その他誤記修正。 
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研究開発項目① 「石炭ガス化燃料電池複合発電実証事業」 

 

１．研究開発の必要性 

石炭は、他の化石燃料と比べ、可採年数が約１１０年と長く、かつ世界各国に幅広く分布す

る等、供給安定性が高く、経済性に優れることから、エネルギー自給率が極めて低い我が国にと

って重要な一次エネルギー源であり、発電の分野においても石炭火力発電は発電電力量の約３

割を占める重要な電源の一つである。 

一方で、石炭は他の化石燃料と比べ、燃焼時の単位発熱量当たりのＣＯ２排出量が多く、地球

環境面での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についてもさらなるＣＯ２排

出量の抑制が求められている。 

したがって、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減の観点から本事業を実施する必要

性がある。 

２０１４年４月に閣議決定されたエネルギー基本計画においても、石炭火力発電は、「安定供

給性や経済性に優れた重要なベースロード電源」と評価されている一方、「温室効果ガスの排

出量が多いという課題がある」と指摘され、その課題を解決すべく、次世代高効率石炭火力発

電技術として、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）の開発・実用化を進めるとともに、２０２０年

頃の二酸化炭素回収貯留（ＣＣＳ）の実用化を目指した研究開発を行うことが盛り込まれてい

る。 

その後、エネルギー基本計画を踏まえ、２０１４年１２月にまとめられた「エネルギー関係技

術開発ロードマップ」において、「高効率石炭火力発電」、「二酸化炭素回収・貯留技術」が国

際展開も見据えた形で整理されている。 

以上のとおり、石炭火力発電におけるＣＯ２排出量の課題を克服していくことが一層重要とな

っており、石炭火力発電の高効率化及びＣＯ２排出量削減を目指す本事業の必要性は大きい。 

 

２．具体的研究内容 

本事業では、石炭火力発電から排出されるＣＯ２を大幅に削減させるべく、究極の高効率石炭

火力発電技術である石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）とＣＯ２分離・回収を組み合わせ

た実証試験を行い、革新的低炭素石炭火力発電の実現を目指す。 

 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成） 

ＩＧＦＣの基幹技術である酸素吹ＩＧＣＣの実証試験設備により、性能（発電効率、環境性

能）、運用性（起動停止時間、負荷変化率等）、経済性及び信頼性に係る実証を行う。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３，２／３助成） 

酸素吹ＩＧＣＣ実証試験設備とＣＯ２分離・回収設備を組み合わせて、ＣＯ２分離・回収型石

炭火力システムとしての性能、運用性、信頼性及び経済性に係る実証を行う。また、ＣＯ２分離・

回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運用性について実証を行う。 

 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１／２助成） 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムと燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの燃料

電池への利用可能性を確認し、最適なＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣシステムの実証を行う。 

別紙 
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２．達成目標 

[実施期間] 

酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１２年度～２０１８年度（うち２０１２年度～２０１５年度は経

済産業省において実施） 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証：２０１６～２０２０年度 

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証：２０１８年度～２０２２年度 

 

［中間目標（２０１７年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）発電効率：４０．５％程度（送電端効率、高位発熱量基準）を達成する。 

商用機の１／２～１／３倍の規模で、１３００℃級ガスタービンを採用する実証試験設備

により送電端効率（高位発熱量基準）４０．５％を達成すれば、１５００℃級ガスタービンを

採用する商用機（石炭処理量２，０００～３，０００ｔ/ｄ）で送電端効率約４６％を達成す

る見通しが得られる。 

 

（ｂ）環境性能：「ＳＯｘ＜８ｐｐｍ」、「ＮＯｘ＜５ｐｐｍ」、「ばいじん＜３ｍｇ／Ｎｍ３」

を達成する（Ｏ２＝１６％）。 

我が国における最新の微粉炭火力は世界的に見ても最高水準の環境諸元を達成しており、

酸素吹ＩＧＣＣを導入する場合には同等の環境諸元を達成することが求められる。 

 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

ＣＯ２分離・回収設備の詳細設計を完了する。 

 

［中間目標（２０２０年度）］ 

 ３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 

   ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証設備の詳細設計を完了する。また、機器製作に着手する。 

 

［最終目標（２０１８年度）］ 

１）酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）プラント制御性運用性：事業用火力発電設備として必要な運転特性及び制御性を確認す

る。 

我が国における微粉炭火力はベースからミドル電源として運用されており、酸素吹ＩＧＣ

Ｃ商用機を導入する場合にも同等の制御性、運用性を確保する。 

 

（ｂ）設備信頼性：商用機において年間利用率７０％以上の見通しを得る。 

我が国における微粉炭火力は年間利用率７０％以上で運用されており、酸素吹ＩＧＣＣ商

用機を導入する場合にも同等の設備信頼性を確保する。 

 

（ｃ）多炭種適用性：灰融点の異なる数種類の炭種で適合性を確認する。  

酸素吹ＩＧＣＣ商用機には、微粉炭火力に適合し難い灰融点の低い亜瀝青炭から、微粉炭
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火力に適合する比較的灰融点の高い瀝青炭までの適用炭種の広さが求められる。商用化に向

け、実用化時期や日本への供給可能性も考慮に入れつつ、性能と経済性を評価する。 

 

（ｄ）経済性：商用機において発電原価が微粉炭火力と同等以下となる見通しを得る。 

国内外において酸素吹ＩＧＣＣ商用機の普及を促進するためには、発電原価を微粉炭火力

と同等以下とすることが求められる。また、海外普及を目的としたマイルストーンを検討す

る。 

 

［最終目標（２０２０年度）］ 

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証 

（ａ）基本性能（発電効率）：新設商用機において、ＣＯ２を９０％回収しつつ、発電効率４０％

（送電端効率、高位発熱量基準）程度の見通しを得る。 

ＣＯ２回収時のエネルギーロスによる発電効率の低下という課題に対し、ＣＯ２を９０％回

収（全量ガス処理）しながらも、現状の微粉炭火力と同等レベルの発電効率４０％程度の見

通しを得る。これを実現するために、実証機プラントにおいて、ＣＯ２分離回収にかかるエネ

ルギー原単位「０．９０ＧＪ/ｔ-ＣＯ２（電気エネルギー換算）」を発電効率に係る性能とし

て確認する。 

 

（ｂ）基本性能（回収効率・純度）：ＣＯ２分離・回収装置における「ＣＯ２回収効率＞９０％」、

「回収ＣＯ２純度＞９９％」を達成する。 

革新的低炭素型石炭火力の実現のためにＣＯ２分離・回収装置単体における回収効率は９

０％以上を目標とする。ＣＯ２地中貯留から求められる可能性があるＣＯ２純度について、湿

式物理吸収法を使って定常運転時、体積百分率９９％以上を目標とする。 

 

（ｃ）プラント運用性・信頼性：ＣＯ２分離・回収型ＩＧＣＣシステムの運用手法を確立し、信

頼性を検証する。 

商用機において、ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣシステムを構築するには、プラントの

起動停止や、発電所特有の負荷変動等に対し、ＩＧＣＣ本体に追従したＣＯ２分離・回収装置

の運用手法を確立し、信頼性を検証する。また、生成ガスの全量をＣＯ２分離した場合のＩＧ

ＣＣ運転との相互影響やガスタービン性能についても検証する。 

 

（ｄ）経済性：商用機におけるＣＯ２分離・回収の費用原単位を評価する。 

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣを普及させるに当たっては、費用原単位評価が必要であ

り、ＣＯ２分離・回収装置建設時期や発電所敷地等の制約に応じた評価を実施する。また、実

用化・事業化に向けたマイルストーンを検討する。 

 

（ｅ）ＩＧＣＣプラント運用性： 

ＣＯ２分離・回収装置を追設した場合のＩＧＣＣ運転への影響を確認し、運用性を検証する。 

 

［最終目標（２０２２年度）］ 

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証 
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５００ＭＷ級の商業機に適用した場合に、ＣＯ２回収率９０％の条件で、４７％程度の発電効率

（送電端効率、高位発熱量基準）達成の見通しを得る。  
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研究開発項目② 「高効率ガスタービン技術実証事業」 

[実施期間] 

１７００℃級ガスタービン：２０１２年度～２０２０年度（うち２０１２年度～２０１５年度

は経済産業省において実施） 

高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）：２０１２年度～２０１７年度（うち２０１２年度

～２０１５年度は経済産業省において実施） 

 

１．研究開発の必要性 

２００８年３月に閣議決定された「Ｃｏｏｌ Ｅａｒｔｈ ―エネルギー革新技術計画」にお

いて、天然ガスタービンの高効率化が環境負荷低減の実現のための重要な技術開発であると位

置づけられている。また、２０１１年８月に制定された「第４期科学技術基本計画」において

は、安定的なエネルギー供給と低炭素化の実現のため火力発電の高効率化に資する技術開発は

重点的な取組として位置づけられている。 

欧米は巨額の研究開発費を投じており、厳しい国際競争の中で我が国の優位性を維持するた

め、また電力産業の保守高度化とリプレース需要にあった大容量機の高効率化を目指し、コン

バインド効率向上、ＣＯ２排出量削減を達成するため、１７００℃級に必要な革新的技術開発に

取り組み、早期に実用化する事が必要である。 

また、高湿分空気利用ガスタービン（ＡＨＡＴ）は、ガスタービンサイクルを改良したシステ

ムであり、比較的早期に実用化が期待できる高効率発電システムで、電力産業の短中期的ニー

ズに対応する中小容量機（１０万ｋＷ程度）の高効率化（４５％（高位発熱量基準）→５１％

（高位発熱量基準）以上）を目的とした日本オリジナルの技術であり、世界初となるＡＨＡＴの

実用化は急務である。 

これらの政策を実現するために、発電規模に応じた発電熱効率の一層の向上が必要であり、

ガスタービン高温部品の技術向上と発電サイクルの工夫が必要不可欠である。また、環境負荷

の少ない発電システムを開発することは、電力の安定的かつ低廉な供給を確保する上で極めて

重要な対策である。 

さらに、石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）や石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）におけ

る更なる効率向上には、将来的に１７００℃級ガスタービンやＡＨＡＴシステムの導入が不可

欠である。 

 

２．具体的研究内容 

１）１７００℃級ガスタービン 

１７００℃級ガスタービンにおける性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発を実施す

る。例として、製造技術・検査技術の開発、超高温高負荷タービンの信頼性向上、過酷環境下

でのデータ取得のための特殊計測技術開発等を実施する。また、１７００℃級での実証運転

時における特殊計測の実施、試運転データの評価・分析を行い、商用化の検討を実施する。 

 

２）ＡＨＡＴ 

ＡＨＡＴシステムについては、ユーザーニーズとしてミドル運用以上（年間５０回以上の

起動・停止）における長期信頼性が求められていることから、既存４０ＭＷ級総合試験装置

の改造による実証機製作、実証試験による長期信頼性評価を実施する。また、実証機試験結
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果を用いて商用機化の検討を実施する。 

 

３．達成目標 

１）１７００℃級ガスタービン 

[中間目標（２０１８年度）] 

１７００℃級ガスタービンの性能向上、信頼性向上に関する要素技術開発により、商用機

に適用できる見通しを得た上で、設計・製作の仕様を決定する。 

 [最終目標（２０２０年度）] 

１７００℃級ガスタービンの実証試験データの取得、及び評価を実施し、送電端効率５７％

達成（高位発熱量基準）の見通しを得る。 

 

２）ＡＨＡＴ 

[最終目標（２０１７年度）] 

実証機を用いた試験により、長期信頼性の実証として以下を達成する。 

・ミドル運用（年間５０回以上の起動・停止）の２倍である年間１００回以上の起動・停

止での実証試験を実施し、等価運転時間 １０，０００時間以上を確保する。 

（等価運転時間とは、起動・停止等の機械装置の寿命を考慮し、同等の連続運転時間

とみなせる運転時間） 
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研究開発項目③ 「先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発」 

[実施期間]２００８年度～２０１６年度（うち２００８年度～２０１５年度は経済産業省におい

て実施） 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。しかしながら、近年の材料技術の進歩により７０

０℃以上の蒸気温度を達成できる先進超々臨界圧火力発電実用化要素技術開発（Ａ－ＵＳＣ）

の実現可能性が見えてきた。 

本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力のリプレース及び熱効率向上需要に対応

するため、高い発電効率を実現できるＡ－ＵＳＣの開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）システム設計、設計技術 

   基本設計、配置最適化、経済性の試算 

 （２）ボイラ要素技術 

   ７００℃級候補材料について、耐久試験により、１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （３）タービン要素技術 

   大型鋼塊の製造性を確認するとともに１０万時間の長期信頼性を確保する 

 （４）高温弁要素技術 

   実缶試験・回転試験に組み込み、信頼性を確認する 

 （５）実缶試験・回転試験 

   実缶試験、回転試験により、ボイラ要素及びタービン要素の信頼性の実証を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１６年度）] 

蒸気温度を７００℃へ高めるための要素技術開発を実施し、２０２０年以降において商用プ

ラントでの送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成の技術的見通しを得る。
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
１） 次世代ガス化システム技術開発 
[実施期間]２０１５年度～２０１８年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。中長期的には、さらなる高効率化に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを

効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発を実施する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
次世代高効率石炭ガス化発電システムについて、冷ガス効率及び送電端効率の向上並びに実

用化に向けた技術開発を実施する。 

酸素吹石炭ガス化においては、ガス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼さ

せ、石炭を熱分解しているが、投入された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置

等の所内動力の増加により送電端効率が低下することが効率向上のための課題となっている。 

そこで、熱分解の一部を、ガスタービン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応

に置き換えることにより、冷ガス効率の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電

端効率の向上を目指す。 

これまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧＣＣガス化炉への高温の

水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー効率の高い酸素製造技術

を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向上、の可能性があることが

分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 
噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化

炉での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経

済性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

 既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発

電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気添加ガス化試験方法を確立する。 

[最終目標（２０１８年度）] 

既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス
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化発電システムの見通しを得る。 

２０１８年度以降については研究開発項目⑤ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣ技術開発と統合

して、新名称 研究開発項目⑤ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発とする。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
２） 燃料電池向け石炭ガスクリーンナップ技術要素研究 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は石炭をガス化させ、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率発

電技術として、実現が望まれている。 

クールアースエネルギー革新技術開発ロードマップにおいても２０２５年頃の高効率石炭火

力発電技術として５５％の送電端効率を目指すＩＧＦＣが位置づけられている。 

ＩＧＦＣにおいては、燃料である石炭ガス化ガスに多種類の微量成分が含まれており、この微

量成分の一部が燃料電池の劣化を招き、長期信頼性を損なう可能性があることが懸念されてい

る。 

そのため、ＩＧＦＣの実現に向けては、石炭ガス化ガス中の微量成分の燃料電池への影響を

把握するとともに、燃料電池の被毒成分に対するガス精製技術を確立することが必要である。 

 

２．具体的研究内容 

燃料電池用ガス精製技術と燃料電池を組み合わせ、石炭ガス化ガスの模擬ガス試験により燃

料電池の被毒耐性を確認する。また、特定された被毒成分に対して、成分を許容レベルまで除

去するガス精製技術を検討し、模擬ガスによる性能評価を行う。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１７年度）] 

・模擬ガス試験により燃料電池の被毒耐性を評価する。 

・模擬ガス試験により燃料電池用ガス精製技術性能を評価し、ガス精製技術を確立する。 

  



 

 19 

研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
３） ガスタービン燃料電池複合発電技術開発 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

２０１５年７月に経済産業省における「次世代火力発電の早期実現に向けた協議会」により

策定された「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ガスタービン燃料電池複合発

電（ＧＴＦＣ）については、小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化、量産化を進め、ＳＯ

ＦＣのコスト低減を図り、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ級）の実証事業を経て、発電効率６３％

程度、ＣＯ２排出原単位：２８０ｇ－ＣＯ２／ｋＷｈ程度を達成し、２０２５年頃に技術を確立

することが示されている。また、量産後は従来機並の発電単価を実現することとされている。 

さらには、同ロードマップにおいて、ＩＧＦＣの技術を確立するためには、ＧＴＦＣの開発成

果を活用していくことが示されており、次世代火力発電技術の早期確立に向けて、本事業の必

要性は高い。 

 

２．具体的研究内容 

小型ＧＴＦＣ（１，０００ｋＷ級）の商用化及び量産化を進め、ＳＯＦＣのコスト低減を図

る。さらに、中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発し、２０２２年度から開始する

中小型ＧＴＦＣの技術実証に活用する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１９年度）] 

中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を開発する。 

・高圧ＳＯＦＣモジュールを開発する。 

・ガスタービンとの連係技術を確立する（燃焼器、燃料／空気差圧制御系、排燃料・排空気・

空気抽気）。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

  中小型ＧＴＦＣ（１０万ｋＷ）の要素技術を確立する。 

・燃料電池の高性能化による中小型ＧＴＦＣシステムの最適化を行う。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
４） 燃料電池石炭ガス適用性研究 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

石炭ガス化燃料電池複合発電（ＩＧＦＣ）は、石炭をガス化し、燃料電池、ガスタービン、蒸

気タービンの３種類の発電形態を組み合わせてトリプル複合発電を行うもので、究極の高効率

石炭火力発電技術として、その実現が望まれている。 

「次世代火力発電に係る技術ロードマップ」において、ＩＧＦＣの開発方針として、２０２５

年度頃技術確立、発電効率５５％及び量産後従来機並の発電単価の実現を目指すことが示され

た。 

ＩＧＦＣを構成する高温型燃料電池については、現在、天然ガスを燃料とした燃料電池の開

発が進んでいるが、石炭ガスを燃料とした場合の適用性についての検証及びシステムの検討を

行う必要性がある。 

燃料を石炭ガスとした場合に、燃料電池の劣化を引き起こすガス中被毒成分濃度の確認と被

毒成分の除去技術についての研究は、すでに着手されている。 

ＩＧＦＣを構成する燃料電池モジュールについて、石炭ガスを燃料とした場合の運用性や性

能を把握する必要があることから、実燃料電池モジュールを用いた石炭ガス燃料の適用性試験

を行い、その結果を踏まえて、ＩＧＦＣの技術確立に必要な実証機に係るシステム検討を行う

必要性がある。 

 

２．具体的研究内容 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

  国内外における高温型燃料電池及びＩＧＦＣの技術開発動向をレビューすることにより、最

新情報を入手し、ＩＧＦＣの実用化に向けた課題の整理を行う。商用機システムとして、ＣＯ２

分離・回収を行わないＩＧＦＣとＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣについて、ケーススタディを行い、

送電端効率とコストの試算を行う。ＩＧＦＣの実用化に向けた課題、商用化システムの検討結

果及び（２）の成果を踏まえて、ＩＧＦＣ実証システムについて検討を行い、実証機の容量を決

定のうえ、試設計を行う。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

  石炭ガス燃料の適用性試験に供する高温型燃料電池モジュールについては、天然ガス燃料で

既に実用化されている燃料電池モジュールとする。本試験に係る設計、製作、据付け等を行い、

まず、天然ガスを燃料とした試運転を行う。次いで、天然ガスをＨ２リッチガスに改質した燃料

を用い、燃料電池モジュールの運用性、性能等を把握するとともに、天然ガス燃料の場合との比

較から課題を抽出する。さらに、石炭ガス化の実ガスを燃料として、燃料電池の被毒成分をガス

精製によりクリーンナップしたうえで燃料電池モジュールに供給し、その運用性、性能等を把

握するとともに、石炭ガス適用時の課題を抽出する。さらに、これまで実績のない石炭ガスによ

る運転を行うことから、燃料電池セル及びモジュール内部構造への影響を把握するため、装置

の解体調査を行い、石炭ガス適用時の課題を抽出する。 
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３．達成目標 

（１）ＩＧＦＣシステムの検討 

[最終目標（２０１９年度）] 

ＩＧＦＣ実証機の容量を決定し、実証機の試設計を完了する。 

 

（２）燃料電池モジュールの石炭ガス適用性研究 

[中間目標（２０１９年度）] 

Ｈ２リッチガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの基本性能を確認するとともに、発電

性能を最適化するための運用性を確立する。また、石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モ

ジュールの基本性能を確認する。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

石炭ガスを燃料とした場合の燃料電池モジュールの運用性と性能を把握し、課題を抽出する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭利用技術開発 

[実施期間]２０１５年度～２０１７年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

現在、石炭の燃焼排ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２の分離・回収

技術の開発が進められているが、ＣＯ２分離・回収工程において多くのエネルギー損失が発生す

ることが課題となっている。これを解決するため、エネルギー損失のない高効率でありながら、

ＣＯ２の分離・回収が可能な化学燃焼石炭利用技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 
従来、石炭の燃焼時の排気ガス又は石炭ガス化プラントの石炭ガス化ガスからのＣＯ２分離・

回収に当たっては、この過程における多くのエネルギー損失が課題となっているが、ＣＯ２分離

型化学燃焼石炭利用技術においては、酸素キャリアとなる金属を媒体とする石炭の燃焼反応と

金属の酸化反応を二つの反応器で別個に発生させることにより、ＣＯ２の分離・回収装置及び空

気分離装置が不要となり、エネルギー損失のないＣＯ２の分離・回収が可能である。 

さらに、ＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電は、流動床燃焼技術を用いることから多様な燃料

（低品位炭、バイオマス等）が活用でき、ＩＧＣＣやＡ－ＵＳＣが大規模プラントであるのに対

して、中小規模プラント（１０～５０万ｋＷ）におけるＣＯ２の分離・回収に適しているといっ

た特長がある。 

しかしながら、実用化に向けては、酸素キャリアのコスト抑制及び反応塔の小型化に向けた

酸素キャリアの反応性の向上という課題がある。 

そこで、有望な酸素キャリアの評価と選定並びにプラント構築を目的として、以下の項目を

実施する。 

（１）酸素キャリアの評価と選定 
酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等について要素試験にて評価を行い、コストを

踏まえて選定する。 

（２）プラント試設計及び経済性検討 

酸素キャリアの反応性からプロセス解析を行うとともに酸素キャリアの流動や循環を検討

し、プラント試設計を行う。この結果をもとに経済性検討を行う。 

（３）ベンチ試験装置によるプロセス検証 

酸素キャリアの反応性、耐久性及び流動性等並びに流動や循環を含むプラントの成立性を

検証するため、ベンチ試験装置を製作し、試験・評価を行う。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるキャリアを選定する。 
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[最終目標（２０２０年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せるＣＯ２分離型化学燃焼石炭火力発電

システムを提示する。 

 

２０１７年度の中間評価で、中間目標は達成したものの「データ解釈の精密化と実用的な

設計提案の立案についてより深く検討する」ことが求められたことから、研究開発体制を見

直す必要があると考えた。従って２０１７年度で本研究を中止し、研究開発の内容を見直し、

ラボ試験を行いデータを蓄積し精度向上を図ると共に、実用的な設計立案に向け、実機設計

技術の確立を目指した要素研究を「研究開発項目④８）流動床ガス化燃焼技術を応用した石

炭利用技術開発」で実施する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
６）石炭火力の競争力強化技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０１９年度 

 

１．研究開発の必要性 

日本の石炭火力発電所は、長年の技術開発の成果により、高い発電効率や排出ガス対策で、

世界的に最高レベルの技術を有している。しかしながら、日本の技術を採用したプラント価格

は、他の国のプラントに比べて高価であるため、国際市場に於いて必ずしも高い競争力を有し

ておらず、海外での導入事例も限られているのが現状である。日本の石炭火力発電所が受注に

至った地域では、厳しい技術要件が定められており、日本の高効率発電技術が入札時に評価さ

れている一方、他国性の石炭火力発電所を導入した諸外国のユーザーの多くが、稼働率の低下

をはじめとしたオペレーション上の様々な課題を抱えている。 

そこで、日本の高効率発電技術と共にユーザーニーズに的確にマッチングした日本の高いＯ

＆Ｍ品質を長期保守契約（ＬＴＳＡ）で提供するビジネスモデルを構築することで、結果として

日本の石炭火力発電所の競争力が向上すると考えられることから、ＬＴＳＡを実現するために

必要な技術開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

ＬＴＳＡを実現するために必要な各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術を特

定、開発し、発電所における技術実証に活用する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１９年度）] 

  ＬＴＳＡを実現するために必要な各種モニタリング・センシング・解析等の要素技術を確立

する。  
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
７）ＣＯ２有効利用技術開発 

[実施期間]２０１７年度～２０１９年度 

 

１．研究開発の必要性 

供給安定性及び経済性に優れた天然資源である石炭を利用した火力発電は、将来的にも、国

内の発電供給量の２６％を担う重要な電源である。 

しかし、これら石炭火力発電ではＣＯ２排出量が比較的多く、将来的にＣＯ２分離回収有効利

用：Ｃａｒｂｏｎ Ｃａｐｔｕｒｅ ａｎｄ Ｕｔｉｌｉｚａｔｉｏｎ （ＣＣＵ）が検討されてい

る。現時点ではＣＯ２の大規模処理が困難であるものの、有価物の製造等により利益を創出する

可能性がある。 

２０３０年度以降を見据え、将来の有望なＣＣＵ技術の確立を目指して、我が国の優れたＣ

ＣＴ （Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）等に、更なる産業競争力を賦与する事が

可能なＣＣＵ技術について、実用化に向けた開発を実施する。 

 

２．具体的研究内容 

短～中期において大規模且つ高濃度のＣＯ２ (９９%以上)を、エネルギーとして工業的に活用

可能な技術開発を実施する。一例として、メタネーション技術については石炭火力発電所等か

ら回収した高濃度ＣＯ２の適用性を評価する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０１９年度）] 

事業終了時に本事業として実施するＣＯ２有効利用技術の適用性を確認する。一例としては、

将来的に天然ガス代替では０．９ 円～１．４ 円／ＭＪ （ＬＨＶ）を見通す経済性を評価する。 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
８）流動床ガス化燃焼を応用した石炭利用技術開発 

[実施期間]２０１９年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電の導入を進めることとされている。 

石炭火力からのＣＯ２排出抑制技術としては、ＣＯ２の分離・回収技術があるが、エネルギー

損失が大きいことから、発電システムとしてＣＯ２を分離・回収できる流動床ガス化燃焼を適用

した技術が有望視されている。 

本技術の適用先としては、枯渇油田の増加に伴いＣＯ２－ＥＯＲ市場が拡大傾向にあることか

ら、その市場への導入を目指し、実機火力発電設備設計技術の確立に向けた技術開発を実施す

る。 

 

２．具体的研究内容 
流動床ガス化燃焼技術は、流動床技術をベースとして、空気燃焼塔、揮発分（可燃性ガス）反

応塔、石炭反応塔（ガス化）で構成され、流動材（酸素キャリア）を媒介として空気燃焼塔で流

動材を酸化し、酸化された流動材を揮発分反応塔、石炭反応塔に供給し、酸化された流動材の

酸素を用いて石炭をガス化し、発生した可燃性ガスを燃焼させるシステムで、窒素が揮発分反

応塔や石炭反応塔に同伴されないことから、石炭は燃焼後、ＣＯ２、水蒸気、ばいじんとなる。

煤塵を集塵機で捕集し、ガス温度を下げることで水蒸気を凝縮するとＣＯ２ガスのみが分離回収

できる。 

  本技術は流動床を用いていることから多様な燃料（低品位炭、バイオマス等）に活用でき、中

小規模（１００ＭＷ級）の発電に適用できる。また、別置きのＣＯ２分離・回収装置や空気分離

装置が不要であることから、エネルギー損失がないＣＯ２の分離・回収が可能となる。 

  これまでの試験で、有望な流動材（酸素キャリア）の選定に見通しが得られていることから、

実機設計技術の確立を目指し、以下の課題を実施する。 
 

（１）煤発生抑制技術開発 
ガス化炭化水素からの煤発生に対して、ガス化触媒(ＣａＯ)による生成抑制を検証する。 

（２）プラント設計に向けた検討 

実機運転を想定した起動、停止、負荷変化時の運転・制御性の検討、排ガスや廃棄流動材

（酸素キャリア）の環境影響評価、並びに長時間運転時の課題検討を実施する。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２０年度）] 

分離・回収コスト１,０００円台／ｔ－ＣＯ２を見通せる火力発電設備の設計技術確立 
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研究開発項目④ 「次世代火力発電基盤技術開発」 
９）機動性に優れる広負荷帯高効率ガスタービン複合発電の要素研究 

[実施期間]２０１８年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

我が国では、２０５０年に温室効果ガス８０％削減の目標が掲げられており、その達成に

向けた手段の一つとして、再生可能エネルギー電源（以下、再エネ電源）の増加が見込まれて

いる。２０１５年７月に公表された、長期エネルギー需給見通しにおいて示された２０３０

年度の電源構成比では、太陽光発電が７%の発電電力量を占めることになる。太陽光発電の利

用率を平均の１３％とすると、約６４００万kWの設備容量を必要とし、これは国内事業用の

全発電設備容量の１／４程度に相当する。一方で、普及の拡大が予測される太陽光発電や風

力発電の出力は天候に大きく影響を受けるため、電力の安定供給を考えた場合、系統安定化

が必要不可欠である。 

火力機は、大量に導入される再エネ電源に対応して、需給調整や周波数調整など重要な役

割を果たしている。例えば、太陽光発電の日中に生じる急激な天候変動等による大幅な出力

変動に対応するには、ガスタービン複合発電（以下、ＧＴＣＣ）を用いることが有望な手段の

一つであるが、現状の性能では起動時間が長い、出力変化速度が遅い、最低出力が高い等の

課題がある。 

そこで本研究開発では、再生可能エネルギー電源の大量導入時の電力安定供給とＣＯ２排出

量削減の両立を狙い、既存の火力発電設備へのレトロフィットやリプレース向けに定格時の

効率を維持したうえで、機動力と再エネ出力不調時のバックアップ電源の両機能を具備した、

機動性に優れる広負荷帯高効率ＧＴＣＣを開発するため、中核機器であるガスタービン（以

下、ＧＴ）の負荷変動対応に係る要素技術を開発し、実機に組み込める目処を得ることを目

的にする。 

２．具体的研究内容 
急速起動・出力変動時のＧＴＣＣの安定運転の実現に向け、ＧＴの数値解析技術、材料技

術、燃焼技術、制御技術、冷却・シール技術などの要素技術開発を行う。具体的には、試験設

備を用いて、燃焼器の急速起動･燃焼負荷変動･ターンダウン等の試験、軽量化したタービン

ロータの設計と翼の試作、クリアランスや冷却･シール空気の能動制御機構の設計等を行い、

実証に進める目処を得る。 

並行して、発電事業者にとって重要となる設備信頼性の確保に向けて、合理的な設備保守

技術の開発研究に取り組むとともに、実機レトロフィットによる機器実証の準備を行う。 

 

表 先行研究で設定されたＧＴＣＣとしての目標性能 

 
起動時間 

（ﾎｯﾄｽﾀｰﾄ） 
出力変化速度 

1/2負荷における定格からの

効率低下（相対値) 

最低出力（一軸

式） 

開発目標 10分 20 %/分 10 % 10 % 

（参考） 

現状性能 
60分 5 %/分 15 % 45% 程度 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 
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・先行研究で設定した目標性能（上表）を実現する目処を得るために、実規模の燃焼器を設計･

試作し、単缶実圧燃焼試験により、無負荷から定格まで５分で到達すること、最低負荷条件

においても安定燃焼が可能であることを確認する。 

・急速起動、出力変化速度向上、最低負荷引き下げ、部分負荷時の効率低下抑制を含む、ＧＴ

ＣＣシステムとしての運転制御技術とＧＴ後流（ＨＲＳＧ－蒸気タービン側）の成立性・性

能評価、急速起動に寄与する動翼･ロータの軽量化については、実プラントの設計に反映で

きる目処を得る。 

・合理的な設備運用保守を行うために、従来の考え方からの違いを整理する。 

・対象ＧＴＣＣと他の調整力電源（揚水発電、蓄電池など）の経済性を比較評価し、事業とし

て成立するための課題を整理する。 

・既存設備のレトロフィットによる実証研究計画を立案し、実証試験の仕様を明らかにする。 
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研究開発項目⑤ 「ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」 

[実施期間]２０１５年度～２０２０年度（うち２０１５年度はＮＥＤＯゼロエミッション石炭火

力技術開発プロジェクトにて実施） 

 

１．研究開発の必要性 

エネルギー基本計画（２０１４年４月閣議決定）においては、石炭火力発電は重要なベースロ

ード電源として位置づけられているが、温室効果ガスの大気中への排出をさらに抑えるため、

石炭ガス化複合発電（ＩＧＣＣ）等の次世代高効率石炭火力発電技術等の開発及び実用化を推

進することとされている。石炭は他の化石燃料と比べ利用時の二酸化炭素排出量が大きく、地

球環境問題での制約要因が多いという課題を抱えており、石炭火力発電についても更なる二酸

化炭素排出量の抑制が求められている。 今後ＣＯ２排出量抑制のためには、さらなる高効率化

に向けて、現在開発中のＩＧＣＣを効率でしのぐ次世代高効率石炭火力発電技術等の開発に加

え、ＣＣＳによる低炭素化を図っていく必要がある。 

しかしながら、ＣＣＳは多大な付加的なエネルギーが必要であり、効率の低下や発電コストの

上昇を招く。そのためエネルギー資源を海外に依存する我が国では、資源の有効利用と発電コ

ストの抑制のため、このエネルギーロスを可能な限り低減する必要がある。 

 

２．具体的研究内容 

本技術開発においてはＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの開発、水蒸気を添加した次世代ガ

ス化システム及び両技術の相乗効果確認を実施する。とりわけ相乗効果については、既存のＩ

ＧＣＣへ両要素技術の適用性についても効果を検証する。クローズドＩＧＣＣシステムは、排

ガスＣＯ２を一部系統内にリサイクルすることにより、ＣＯ２回収型石炭ガス化発電システム

の効率を大幅に向上することのできる、世界でも例のない次世代ＩＧＣＣシステムである。本

システムは高効率に加え、ＣＯ２の１００％回収が可能であるため、ＣＯ２を排出しないゼロ

エミッション石炭火力の実現が期待できる。また、次世代ガス化システムは、冷ガス効率及び

送電端効率の向上並びに実用化に向けた技術開発に向けて、酸素吹石炭ガス化においては、ガ

ス化炉にガス化剤として酸素を供給して石炭を部分燃焼させ、石炭を熱分解しているが、投入

された石炭が一部燃焼して消費されること、酸素製造装置等の所内動力の増加により送電端効

率が低下することが効率向上のための課題となっていることから、熱分解の一部を、ガスター

ビン排熱を利用して作る水蒸気を用いた石炭ガス化反応に置き換えることにより、冷ガス効率

の向上を図るとともに、酸素供給量の低減を図り、送電端効率の向上を目指す。ＣＯ２回収型

クローズドＩＧＣＣの実現に向けては、２００８年度から２０１４年度まで実施した「ＣＯ２

回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発」において、石炭投入量３ｔ／ｄの小型ガス化炉を活用し、送

電端効率４２％（高位発熱量基準）以上を達成可能とする基盤技術を開発してきた。 

本事業では、この基盤技術開発の成果を活用し、実機により近い大型のサイズのガス化炉に

おいて検証を行い、システム実現に向け、基盤技術をより確実な技術として発展させるととも

に、他のＣＯ２分離・回収技術と比較した本システムの経済的優位性を確認することを狙いと

する。 

具体的には、石炭投入量５０ｔ／ｄ規模のガス化炉を用いた、Ｏ２／ＣＯ２ガス化技術の実

証や乾式ガス精製システムの実証といった高効率発電を可能とする各要素技術を開発する。ま

た、セミクローズドＧＴについては、燃焼試験とＣＦＤ解析を通し、実スケールの燃焼器の特

性評価を行う。 
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次世代ガス化システムのこれまでのシミュレーションによる検討結果では、①噴流床型ＩＧ

ＣＣガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率及び送電端効率の向上、②エネルギー

効率の高い酸素製造技術を組み込んだＩＧＣＣシステムの構築による更なる送電端効率の向

上、の可能性があることが分かった。そこで、これらの可能性を検証及び評価するため、以下

の項目を実施する。 

（１）水蒸気添加による冷ガス効率向上効果の検証 

噴流床型ガス化炉への高温の水蒸気の注入による冷ガス効率の向上について、小型ガス化炉

での検証を行う。 

（２）エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性評価 

エネルギー効率の高い酸素製造装置の適用性を評価する。 

（３）ＩＧＣＣシステム検討 

エネルギー効率の高い酸素製造装置を組み込んだＩＧＣＣの最適化システム試設計及び経済

性検討を行う。 

冷ガス効率の向上及び試設計を踏まえて、送電端効率を精査する。 

また、両技術の相乗効果確認及び既存のＩＧＣＣへ適用した場合の効果を検証する。 

 

３．達成目標 

[中間目標（２０１７年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、送電端効率４２％（高位発熱量基準）を見通す

ための要素技術確立の目途を得る。 

次世代ガス化システムについては、既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで送電端効率４６～４

８％）を凌ぐ高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得るため、小型ガス化炉による水蒸気

添加ガス化試験方法を確立する。 

[最終目標（２０２０年度）] 

ＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣについては、２０１９年度までに送電端効率４２％（高位発

熱量基準）を見通すための要素技術を確立する。 

次世代ガス化システムについては、２０１８年度までに既存のＩＧＣＣ（１５００℃級ＧＴで

送電端効率４６～４８％）を凌駕する高効率石炭ガス化発電システムの見通しを得る。 

両技術の相乗効果として、２０２０年度までにＣＯ２回収型クローズドＩＧＣＣの目標効率

から更に０．５ポイント程度の向上の見通しを得る。  
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研究開発項目⑥ 「次世代火力発電技術推進事業」 

[実施期間]２０１６年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

長期エネルギー需給見通しにおける基本方針は、３Ｅ+Ｓ（安全性、安定供給、経済効率性、

環境適合）を同時達成しつつ、バランスの取れた電源構成を実現することである。２０３０年以

降、中長期的に火力発電から排出されるＣＯ２を一層削減するには、次世代技術の普及による更

なる高効率化や再生可能エネルギーの利用拡大、そして、ＣＯ２の回収、貯留・利用の推進が重

要である。また、日本の優れた火力発電技術を海外に展開していくことにより、地球規模での温

暖化問題の解決を推進していく必要がある。 

 

２．具体的研究内容 
最新の技術動向や社会情勢、社会ニーズに合わせ、国内外の火力発電技術分野における最新

技術の普及可能性及び技術開発動向等の調査や新規技術開発シーズ発掘のための、ＣＣＴ関連

やＣＣＳ関連の調査を実施する。また、ＩＥＡ／ＣＣＣ（Ｃｌｅａｎ Ｃｏａｌ Ｃｅｎｔｒｅ）、

ＩＥＡ／ＦＢＣ（Ｆｕｌｄｉｚｅｄ Ｂｅｄ Ｃｏｍｂｕｓｔｉｏｎ）、ＧＣＣＳＩ（Ｇｌｏｂ

ａｌ ＣＣＳ Ｉｎｓｔｉｔｕｔｅ）等に参画し、技術情報交換・各種技術情報収集を行うとと

もに、国内関係者への情報提供を行う。また、今後の国際市場における日本の火力発電所受注

に向けて、高い競争力を発揮できる戦略及びビジネスモデルを構築する。さらに、低コスト高効

率次世代火力発電システム実現に向けた検討や次世代火力発電における燃料多様化（バイオマ

ス、アンモニア等）のための調査および先導研究を進める。 

 

３．達成目標 

[最終目標（２０２１年度）] 

火力発電技術分野において、ＣＯ２排出量低減、環境負荷低減及び国際競争力の強化を図るた

めに必要となる基礎的情報や、最新情報の収集・解析及び将来における次世代火力の技術開発

や導入可能性について、関連技術の適応性、課題等の調査を行う。また、海外との協力を通し

て、我が国の優れたＣＣＴの導入に向けた取組を行う。 
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研究開発項目⑦ 「次世代技術の早期実用化に向けた信頼性向上技術開発」 

[実施期間]２０１７年度～２０２１年度 

 

１．研究開発の必要性 

従来型石炭火力発電の中で最高効率である超々臨界圧火力発電（ＵＳＣ）は蒸気温度の最高

温度は６３０℃程度が限界と言われてきた。７００℃以上の高温蒸気へ適用されるボイラ・タ

ービン適用材料開発については、長期高温環境下での使用を想定したクリープ試験を実施する

等、更なる信頼性の向上が必要である。本事業では２０２０年以降に増大する経年石炭火力の

リプレース及び熱効率向上需要に対応するため、高温材料信頼性向上及び保守技術開発を行う。 

 

２．研究開発の具体的内容 

 （１）高温材料信頼性向上試験 

   信頼性向上のため、クリープ疲労試験、異種材料溶接部健全性評価、材料データベースの

拡充、表面処理技術開発等を実施する。 

 （２）保守技術開発 

   タービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）等の精度向上、高効率化、適用箇所の拡大を

目的とした非破壊検査技術開発を実施する。 

 

３．達成目標 

 [中間目標（２０１９年度）] 

  長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充については、各種データの取得を行い、

２０２１年度末までの試験計画を策定する。 

表面処理技術開発等の高温材料信頼性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）

精度向上等の保守技術については、技術確立の見通しを得る。 

 

[最終目標（２０２１年度）] 

事業終了時において送電端熱効率４６％（高位発熱量基準）達成可能な商用プラントへ適用

する長時間クリープ疲労試験、材料データベースの拡充、表面処理技術開発等の高温材料信頼

性向上及びタービンロータ超音波探傷試験（ＵＴ検査）精度向上等の保守技術を確立する。 

 

４．その他重要事項 

本事業については、他の事業との連携を図りながら、ユーザー及び外部有識者等の意見を適

切に反映し、着実な運営を図る。情報発信及び知財化についても、技術の流出防止と適宜知財

化を適切に助成先へ指導する。 
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研究開発スケジュール 

 

8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 2019 2020 2021 2022 2023

１）次世代ガス化システム技
術開発（委託）

２）燃料電池向け石炭ガスク
リーンナップ技術要素研究
（委託）

３）ガスタービン燃料電池複
合発電技術開発（委託）

４）燃料電池石炭ガス適用性
研究（委託）

５）ＣＯ２分離型化学燃焼石炭

利用技術開発（委託）

６）石炭火力の競争力強化技
術開発（委託）

７）ＣＯ２有効利用技術開発

（委託）

８）流動床ガス化燃焼を応用
した石炭利用技術開発（委
託）

９）機動性に優れる広負荷帯
高効率ガスタービン複合発電
の要素研究（委託）

研究開発項目⑥
次世代火力発電技術推進事業（委
託）

研究開発項目⑦
次世代技術の早期実用化に向け
た信頼性向上技術開発（１／２助
成）

年度（西暦）

研究開発項目①
石炭ガス化燃料電池複合発電実
証事業
１）酸素吹ＩＧＣＣ実証（１／３助成）

２）ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ

実証（２／３、１／３助成）

３）ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証（１

／２助成）

研究開発項目②
高効率ガスタービン技術実証事業
１）１７００℃級ガスタービン（１／２
助成）
２）高湿分空気利用ガスタービン
（ＡＨＡＴ）（２／３助成）

研究開発項目③
先進超々臨界圧実用化要素火力
発電技術開発
（２／３助成）

研究開発項目④
次世代火力発電基盤技術開発

研究開発項目⑤

ＣＯ２回収型次世代IGCC技術開発

（委託）

ＣＯ２分離・回収型酸素吹ＩＧＣＣ実証

ＣＯ２分離・回収型ＩＧＦＣ実証

※

1 実証機の設計・製作・試運転

※

1

調査等

ＣＯ２回収型次世代ＩＧＣＣ技術開発

基盤

技術

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

基盤技術開発

信頼性向上技術開発

※

酸素吹

ＩＧＣＣ実証

ＡＨＡＴ

実証

※1

※1

※1

※

2

※1
Ａ-ＵＳＣ実証

※

2

※

2

※

2

基盤技術

開発

2018年度以降は研究開発項目⑤へ統合

基盤技術開発

2018年度以降は新規公募にて研究開発項目④８）で実施

基盤技術

開発

基盤技術開発

◇中間評価、 事後評価 

※１ 経済産業省にて実施したプロジェクトで２０１６年度からＮＥＤＯへ移管 

※２ ＮＥＤＯゼロエミッション石炭火力技術開発プロジェクトにて実施 



 

【特許】 

番

号 
出願者 出願番号 国内

外国

PCT 

出願日 状

態 
名称 発明者 

1 東 芝

ESS 
特 願

2018-123827 
国内 2018/6/29 審

査

前 

寿命予測方法、寿命予

測装置および寿命予測

装置用プログラム 

生沼駿他 

 

【論文】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 発表誌名、 

ページ番号 

査

読 
発表年月 

1 室木克之 IHI The Way to High 
Efficiency Boilers for 
Power Plant Led by 
Ni-Based Alloy 

IHI 
Engineering 
Review 

無 2017 年 5 月 

2 高橋武雄 東芝

ESS 
低炭素社会に向けた火

力発電プラント総合検

証への取り組み 

日本ガスタービ

ン学会誌 2017
年 7 月号 

有 2017 年 7 月 

3 齊藤英治

他 
MHPS 700℃級 A-USC 蒸気タ

ービン技術開発 
三菱重工技報 無 2017 年 7 月 

4 生沼駿他 東芝

ESS 
700℃級 A-USC 蒸気タ

ービン用 Ni 基超合金の

粒界酸化に及ぼす応力

と雰囲気の影響 

日本機械学会論

文集特集号「動

力・エネルギー

システムの最前

線 2018 

有 2018 年 3 月 

添付２  



5 大熊喜朋 IHI 700℃級 A-USC ボイラ

実用化への取り組み 
エネルギーと動

力 
無 2017 年 11 月 

6 Yoshiki 
Shioda 他 

IHI The effect of cold 
working on creep 
rupture strength and 
microstructure of 
Ni-23Cr-7W alloy 

World Journal 
of Mechanics 

有 2017 年 11 月 

7 張聖徳 電力中

央研究

所 

火力発電における Ni 基
合金製溶接配管のクリ

ープ損傷および非破壊

検査技術 

検査技術 無 2017 年 12 月 

8 大熊喜朋 IHI 石炭焚きボイラの概要

と最新動向 
ガスタービン学

会誌 
無 2018 年 3 月 

9 須賀威夫 東芝

ESS 
700℃級 A-USC 蒸気タ

ービンロータの回転試

験を完了 

東芝レビュー

2017年度成果号 
無 2018 年 3 月 

10 西井俊明

他 
電源開

発 
「１０． A-USC 開発」 火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

11 福田雅文 高効率

発電シ

ステム

研究所 

「２. A-USC 開発の概

要」 
火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

12 福田雅文 高効率

発電シ

ステム

研究所 

 

「１１. 実機メンテナン

ス技術の深耕」 
火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 



13 高橋武雄 東芝

ESS 
「３. システム設計」 火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

14 橋本憩太

他 
MHI 「５. 過熱器，再熱器お

よび蒸気配管の製造技

術開発検証」 

火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

15 大熊喜朋

他 
IHI 「８. 実缶試験の目的、

概要、設備設計製作、運

転の概要と成果等」 

火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

16 高野哲 富士電

機 
「７. 高温弁要素技術開

発」 
火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

17 須賀威夫 東芝

ESS 
「６． タービン材料と

要素技術開発」 
火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

18 中野隆他 MHPS 「９． 回転試験」 火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

19 寺田芳弘

他 
東京工

業大学 
鍛造 Fe-Ni 合金 

HR6W の時効析出挙動 
日本金属学会誌 有 2019 年 1 月 

20 仙波潤之 新日鐵

住金 
「４．ボイラ材料技術開

発」 
火力原子力発電

技術協会誌 
無 2018 年 10 月 

21 大熊喜朋

他 
IHI 700℃級 A-USC ボイラ

実証のための実缶試験

結果 

IHI 技報 有 2018 年 9 月 

22 齋藤伸彦

他 
MHI Evaluation of stress 

relaxation cracking 
susceptibility in Alloy 
617 for advanced USC 
boilers 

Internatinal 
Journal of 
Pressure 
Vessels and 
Piping 

有 2018 年 10 月 



23 生沼駿他 東芝

ESS 
析出強化型鍛造 Ni 基超

合金のクリープ劣化損

傷機構および硬さ法に

よるクリープ余寿命評

価 

日本材料学会誌

「材料」 
有 2018 年 12 月 

24 齋藤伸彦

他 
MHI Effect of Creep 

Degradation on 
Hardness Changes of 
Ni-based Alloys for 
A-USC Power Boiler 

ISIJ 
International 

有 

 

2019 年 9 月

掲載予定 

25 齋藤伸彦 MHI 火力発電ボイラ用 Ni 基
合金の溶接・加工と高温

性質に関する研究 

博士後期課程学

位論文 
有 2019 年 2 月 

26 塩田佳紀

他 
IHI A-USCボイラ向けNi基

合金のクリープ破断強

度に及ぼす冷間加工の

影響 

IHI 技報 有 2019 年 3 月 

27 阿部大輔

他 
IHI A-USC ボイラの溶接技

術 
溶接学会誌 無 2019 年 6 月 

 

【学会発表、講演】 

番

号 
発表者 所属 タイトル 会議名 発表 

年月 

1 生沼駿 東芝

ESS 
A-USC 用 Ni 基合金の

水蒸気雰囲気および応

力下における酸化特性 

日本機械学会 第

22 回動力・エネルキ

ーシンポジウム 

2017 年 6 月 



2 齊藤英治

他 
MHPS 700℃ class A-USC 

Steam Turbine 
Development 

Powergen Europe 
2017 

2017 年 6 月 

3 張聖徳 電力中

央研究

所 

Creep Rupture and 
Damage Behaviors for 
Welded Pipe of 
Ni-based Alloy Using 
Full Thickness 
Specimen 

4th International 
Conference on 
Creep and Fracture 
of Engineering 
Materials and 
Structures 

2017 年 6 月 

4 大谷宏之 IHI State-of-the-Art 
Technologies for 
Reliable/ Sustainable 
Coal Fired Power 
Plants 

J-Coal クリーン・コ

ール・デー国際会議 
2017 年 9 月 

5 張聖徳 電力中

央研究

所 

先進超々臨界圧発電ボ

イラ材の保守技術開発 
平成 29 年度火力原

子力発電大会（仙台

大会） 

2017 年 10 月 

6 塩田佳紀 IHI 冷間加工を施した

Alloy617 のクリープ破

断強度に及ぼす応力の

影響 

鉄鋼協会 第 174 回

秋季講演大会 
2017 年 9 月 

7 久布白圭

司 
IHI Current States of the 

Ni-Based Alloys 
Development for 
A-USC Boilers 

IUMRS-ICA 2017 2017 年 11 月 

8 東海林他 MHPS Development of Boiler 
Material Technology 
and the Verification of 

43rd MPA セミナ

ー 
2017 年 10 月 



its Practical 
Applicability in 
Japanese National 
A-USC Project 

9 大熊喜朋

他 
IHI Overview and result of 

components test on 
commercial coal fired 
boiler in Japanese 
National A-USC 
Project 

43rd MPA 
Seminar 

2017 年 10 月 

10 張聖徳 電力中

央研究

所 

先進超々臨界圧発電ボ

イラ材の保守技術開発 
平成 29 年度火力原

子力発電大会（仙台

大会） 

2017 年 10 月 

11 大熊喜朋 IHI 石炭火力発電の国内外

最新動向と IHIの取組み 
技術情報センターセ

ミナー「石炭火力発

電の技術開発動向と

水処理技術」 

2017 年 10 月 

12 塩田佳紀

他 
IHI Effect of cold working 

on creep rupture 
strength and 
microstructure of 
HR6W 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 60 周年シンポジ

ウム ポスターセッ

ション 

2017 年 11 月 

13 野村恭兵

他 
IHI Effect of Cold Working 

on Creep Rupture 
Strength of Alloy617 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 60 周年シンポジ

ウム ポスターセッ

ション 

2017 年 11 月 



14 環野直也

他 
IHI Effect of Cold Work on 

Creep Deformation 
Behavior of Alloy263 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 60 周年シンポジ

ウム ポスターセッ

ション 

2017 年 11 月 

15 山崎直樹 IHI Creep Rupture 
Strength and 
Microstructure for 
Weld Joint of 
23Cr-45Ni-7W Alloy 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 60 周年シンポジ

ウム ポスターセッ

ション 

2017 年 11 月 

16 北村雅樹

他 
MHPS 700℃級 USC プラント

用 HR6W のクリープ疲

労寿命評価法の検討 

日本材料学会 高温

強度・破壊力学合同

シンポジウム 

2017 年 12 月 

17 生沼駿他 東芝

ESS 
Long Term Creep 
Property and 
Microstructure 
Evolution of Large 
Scale Ni-Based 
Superalloy for A-USC 
Steam Turbine Rotor 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 60 周年シンポジ

ウム ポスターセッ

ション 

2017 年 11 月 

18 齊藤英治 MHPS 700℃ class A-USC 
Steam Turbine 
Development 

XⅢ Research & 
Development in 
Power Engineering 
Conference 2017 

2017 年 11 月 

19 北村雅樹

他 
MHPS Creep damage 

behaviour of 
23Cr-45Ni-6W alloy 
thick welding 

IEA CLEAN COAL 
CENTER 3RD 
WORKSHOP 
AUSC3 

2017 年 12 月 



component 

20 中村他 IHI 火力発電における環境

規制対応のための最新

動向について ―クリ

ーンコール技術― 

次世代火力 EXPO 2018 年 3 月 

21 中澤 IHI USC ボイラ技術および

総合排煙処理技術につ

いて 

日台技術交流会 2018 年 3 月 

22 岩村 IHI 高効率化による CO2 排

出原単位の低減技術

（USC ボイラの紹介） 

調整電源としての火

力発電他に係る講演

会（環境省向け） 

2018 年 3 月 

23 齊藤英治 MHPS 700℃級 A-USC 蒸気タ

ービン開発 
日本機械学会 動力

エネルギー技術シン

ポジウム 

2018 年 6 月 

24 生沼駿他 東芝

ESS 
γ’-Ni3(Al,Ti) 強化型

Ni 基超合金の硬さに及

ぼす単純および応力時

効の影響 

日本学術振興会耐熱

金属材料第 123 委員

会 7 月期研究会 

2018 年 7 月 

25 塩田佳紀

他 
IHI 冷間加工を施した

47Ni-23Cr-23Fe-7W 合

金のクリープ中のミク

ロ組織変化 

鉄鋼協会 第 176 回

秋季講演大会 
2018 年 9 月 

26 仙波潤之 日本製

鉄 
A-USC プロジェクトに

おける材料・技術開発動

向 

鉄鋼協会 高温材料

の高強度化研究会 

「高温材料の高強度

化」シンポジウム 

2018 年 9 月 



27 竹井康裕 MHPS 高効率発電システムと

ICT 活用について 
2018 年度 日本機械

学会年次大会 市民

フォーラム 

2018 年 9 月 

28 山本健次

郎 
MHPS Ultra Super Critical 

(USC) Coal Fired 
Boiler Technology 

IV International 
S&T Conference on 
use of solid fuels for 
efficient and 
environmentally 
friendly production 
of heat and 
electricity 

2018 年 10 月 

29 野村恭兵

他 
IHI Ni 基合金 HR6W の長時

間クリープ疲労特性評

価 

日本材料学会 第

56 回高温強度シン

ポジウム 

2018 年 12 月 

30 片渕紘希 MHI 非弾性解析による実機

評価に向けた HR6W ク
リープ疲労寿命評価法

の検討 

日本材料学会 高温

強度シンポジウム 
2018 年 12 月 

31 久布白圭

司他 
IHI Alloy263溶接部のSR条

件の検討 
日本材料学会 第

56 回高温強度シン

ポジウム 

2018 年 12 月 

32 生沼駿他 東芝

ESS 
先進蒸気タービン向け

耐熱Ni-Fe基合金および

Ni-Fe 異材溶接構造の開

発 

日本鉄鋼協会第 177
回春季講演大会 

2019 年 3 月 

33 東海林剛

他 
MHPS Development of Boiler 

Material Technology , 
Verification of its 

VGB Workshop 
"Materials and 
Quality Assurance" 

2019 年 5 月 



Practical Applicability 
and Field Components 
Test   in Japanese 
National A-USC 
Project 

34 山本隆一

他 
MHI 発電プラント用耐熱材

料の開発と課題 
日本鉄鋼協会第

237・238 回西山記念

技術講座 

2019 年 5 月 

35 齊藤英治 MHPS Clean Energy with 
steam turbine 
technology 

ASME TURBO 
EXPO 2019 

2019 年 6 月 

 


